
第４次伊賀市障がい者福祉計画　令和６年度事業実績シート

・この計画は、R3～R8年度までの６年間です。

６段階評価（達成率）

　AA 計画の内容を100%を超えて実施
　A　計画の内容を100%実施
　B　計画の内容を70%以上100%未満実施
　C　計画の内容を50%以上70%未満実施
　D　計画の内容を50%未満実施
　E　計画の内容を未実施

【資料５－２】



目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

記入例
③ピアカウ
ンセリング
の推進

障が
い福
祉課

ピアサポーター育成を支援するともに、ピア
カウンセリングの場づくりやピアサポーター
を活用した市民等への理解啓発に取り組みま
す。

平成30年度からピアサポーターの育成
については、事業所が県の委託を受け
実施しています。伊賀圏域障がい福祉
連絡協議会くらし部会において、地域
啓発などについて検討を行うほか、障
がい理解のための啓発活動などに取り
組みました。
精神障がい地域包括ケアシステムWG
８回

精神疾患を患った自らの経験から、病
気との付き合い方や地域での生活に関
する体験談を話せる「いがなばりピア
サポーター体験談プログラム」の活用
について市内小中学校へ周知を図りま
した。また、ピアの活用について、市
主催の研修会や啓発活動等に協力して
取り組むことができました。

回数 7 8 AA [8] [8] [8] - [8] [9]

23

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

障が
い福
祉課

「伊賀市障がい者福祉ガイドブック」を随時
更新し、窓口で説明配布するとともに、市
ホームページに掲載します。
広報紙の音声・点字版を発行し、広報紙を活
用して周知します。
広報紙・ホームページ・行政情報番組等あら
ゆるツールや機会を利用して、最新の障がい
者福祉の情報を提供します。
フェイスブックを活用し、イベント情報を発
信します。

「伊賀市障がい者福祉ガイドブック」
やホームページの内容を随時見直し、
最新の情報を提供できるよう努めまし
た。音声版・点字版の広報を発行し、
広報誌等でのお知らせにより周知を図
りました。
また、市公式FacebookやLINEを活用
し、情報を発信しました。

必要な情報が必要としている人に届く
よう、市公式FacebookやLINEなどさま
ざまなツールを積極的に活用しながら
情報発信していく必要があります。

回数 12 12 A 12 12 12 36 36 72

23

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

障が
い福
祉課
生涯
学習
課

市職員が障がいに関する知識、理解を深め、
業務上や地域において自ら情報発信できるこ
とを目標にしたスキルアップ研修会を開催し
ます。

職員等の障がいへの知識・理解を深め
ることを目的にした障がい福祉研修を
２回開催しました。
・第１回　12/3「知ろう・つながろ
う」市職員38人
・第２回　3/8「文字で伝える～要約筆
記体験講座」市職員7人
また、生涯学習課主催の職員向け研修
で、障がい福祉課職員が講師として、
障がいの理解を深めるための研修を実
施しました。
・1/8　ハイトピア人権学習会　市職員
40人

第１回障がい福祉研修は地域の施設を
会場として実施しましたが、庁舎内に
サテライト会場を設置することによ
り、職員が参加しやすい環境を整えま
した。第２回は休日に設定したため、
職員の参加を得られませんでした。
ハイトピア人権学習会では、様々な人
権課題について学習する中の一つの
テーマに障がいを取り上げ、制度や知
識の講義とともに職員の経験や思いを
伝える内容で研修ができました。
今後もより多くの職員に参加していた
だけるよう、研修内容や周知方法の工
夫が必要です。

延参加者
数

115 85 B 104 78 49 231 330 750

23

①総合的で
きめ細かな
情報提供の
充実

秘書
広報
課

ウェブアクセシビリティに配慮したホーム
ページや、ユニバーサルデザインに配慮した
文字を使った広報紙により、高齢者や障がい
のある人へもさまざまな情報をわかりやすく
伝えます。

ウェブアクセシビリティに配慮した
ホームページや、ユニバーサルデザイ
ンに配慮した文字を使った広報紙によ
り、高齢者や障がいのある人へもさま
ざまな情報をわかりやすく伝えまし
た。市公式LINEやFACEBOOKにおいても
平易なメッセージとなるように文字数
を少なく、写真や画像を効果的に使う
ようにしました。

市公式LINEやFACEBOOKにおいても平易
なメッセージとなるように文字数を少
なく、写真や画像を効果的に使うよう
にしており、プッシュ型の通知を積極
的に行うことで、登録者の知りたい情
報をリアルタイムに知らせることがで
きました。課題として、ホームページ
のトップ画面の情報量が多いので、見
やすく簡素にしていく必要がありま
す。

ホーム
ページの
アクセス

数

420万件 336万件 B 695万件 490万件 345万件 - [420万件] [420万件]

23

②情報を活
用する意識
づくりの推
進

障が
い福
祉課

障がい者団体や保護者会、民生委員等当事者
や支援者へ障害福祉サービス等について説明
を行うとともに、積極的に情報収集を行う意
識の醸成に取り組みます。

障がい者団体定例会や相談員連絡会に
おいて、障がい福祉サービスや制度な
どの情報共有、周知を行いました。ま
た、民生委員・児童委員に対して、障
がい理解や障がいのある人等への災害
に備えた支援に関する研修を実施しま
した。

当事者、家族、支援者へ必要な情報を
届けることにより、サービスや制度等
の有効利用につなげることができ、情
報の有益性について理解を深めること
ができました。

回数 12 8 C 4 8 7 19 33 75

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

備考

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

基本計
画

１
情
報
提
供
と
相
談
支
援
の
充
実

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定

（

１
）

障
が
い
者
福
祉
に
関
す
る
情
報
提
供
の
充
実

計画
ペー
ジ
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目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

備考

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

基本計
画

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定
計画
ペー
ジ

24
①包括的な
相談支援体
制の充実

地域
包括
支援
セン
ター

障がい者相談支援センターに、相談支援専門
員等を配置し、障がいのある人及びその家族
からの相談に対応するとともに、障害福祉
サービスの利用等について関係機関との調整
を図ります。

8月より1名欠員(1月よりもう1名欠員)
があったことから、伊賀市障がい者相
談支援センターに5名(1月より4名)の相
談支援専門員等を配置し、障害のある
人及びその家族からの相談に対応する
とともに、障害福祉サービス利用等に
ついて関係機関との調整を図りまし
た。増加する相談に対応するため、持
続可能な相談支援のあり方について、
相談支援事業所連絡会で検討しまし
た。

資源が限られている中で多岐に渡る相
談内容に対応するため、持続可能な相
談支援のあり方について相談事業所連
絡会等で検討しており、関係機関と密
に連携をとりながら支援しました。福
祉サービスの利用調整だけでなく、利
用者の家庭環境の調整や精神的なフォ
ロー等もしています。

相談件数 7,500
4,489
(R6.12
現在)

C 10,494 7,275 7,251 25,020 27,000 47,800

24
①包括的な
相談支援体
制の充実

地域
包括
支援
セン
ター

障がい者相談支援センターに専門の相談支援
専門員等を配置し、基幹相談支援機能を担っ
ています。虐待事例や処遇困難事例に対応す
るほか、総合的・専門的な相談支援や地域移
行・地域定着等を進め、地域の相談支援体制
を強化します。

平成30年４月から、伊賀市障がい者相
談支援センターで専門の相談支援専門
員を雇用し、基幹相談支援機能を担っ
ています。総合的・専門的な相談支援
や地域移行・地域定着等を進め、地域
の相談支援体制の強化に努めました。

複合的な課題を抱え、支援困難な事例
が増加しています。そのため障がいの
ある人からだけでなく、相談支援事業
所やサービス提供事業所からの相談も
受け付けています。病院からの地域移
行・地域定着の推進についての相談も
入っており、各支援者と密な連携が必
要を図っています。

総合的・
専門的な
相談支援

件数

1,400
1,038
(R6.12
現在)

B 2,857 1,348 1,899 6,104 9,000 11,600

24
①包括的な
相談支援体
制の充実

地域
包括
支援
セン
ター

福祉の一次相談窓口として、地域包括支援セ
ンター（本庁・南部サテライト・東部サテラ
イトの３ヶ所）に三職種（社会福祉士・主任
介護支援専門員・保健師）を配置し、それぞ
れの専門性を活かして相談を受け、関係機関
につなぐ等の支援をします。

福祉の一次相談窓口として、まずは分
野を問わずに相談を受け、相談内容に
よって適切な機関やサービスにつなぐ
等の支援を行いました。

対象者の介護や認知症をきっかけに介
入することで、対象者以外の家族員の
障がいや貧困などの課題を把握するこ
ともあり、適切な機関やサービス等の
支援につなぐことができています。
支援者として障がい福祉に関する知識
を身につけて対応する必要がありま
す。

相談によ
り関係機
関につな
げた件数

150 394 AA 214 146 193 553 600 1,200

24
①包括的な
相談支援体
制の充実

生活
支援
課

経済的困窮だけにとどまらず、ひきこもりな
ど社会的孤立など幅広い相談に対応します。
継続的な支援が必要な方に本人の意向を尊重
した支援プランを作成し、プランに基づき関
係機関と連携し寄り添いながら自立に向けた
支援を提供します。

経済的困窮に限らず、孤立・孤独など
も含め幅広い相談についてまずは受け
止め、必要なサービスの利用や適切な
社会資源へつなぐ、またつながるまで
の伴走支援を提供しました。包括的・
継続的な支援が提供されるよう関係機
関と連携・調整を実施しました。

物価上昇による経済的困窮が課題と
なっています。また経済的困窮の有無
にかかわらず、孤独・孤立から中長期
的に包括的・継続的な支援が必要な
ケースの割合が増加しています。

件数 80
90
（見
込）

AA 70 85 80 235 200 420

24
②ケアマネ
ジメントの
充実

障が
い福
祉課

一人ひとりのニーズに応じた相談支援を行う
ため、障がい者地域自立支援協議会や伊賀圏
域連絡協議会において事例検討や研修を開催
し、市内の特定相談支援事業所のスキルアッ
プを図ります。

障がい者地域自立支援協議会相談部会
において、事例検討会や勉強会を実施
し、基幹相談支援センターとともに、
特定相談支援事業所のスキルアップを
図りました。
相談部会　11回

事例検討会や勉強会により、相談支援
専門員のスキルアップを図ることがで
きました。特に事例検討会では、お互
いのケースワークを基により良い支援
を探る機会を持つことができました。
今後もより実践的な内容の事例検討会
などを行い、相談支援専門員のさらな
るスキルアップに努めます。

回数 5 11 AA 5 10 11 26 15 30

24
③身近な地
域での相談
推進

障が
い福
祉課

当事者及びその家族の中から、障がいの分野
に応じた相談員を委嘱し、それぞれの地域で
障がいのある人やその家族からの相談に対応
します。

当事者及びその家族の中から身体障が
い相談員3人、知的障がい相談員2人を
委嘱し、それぞれの地域で障がいのあ
る人や家族からの相談に対応しまし
た。また、年４回連絡会を開催し、市
と相談員および相談員間での情報共有
を行いました。

当事者及びその家族が相談員となるこ
とにより、相談者と同じ目線での対応
ができ、適切な助言や指導を行うこと
ができていますが、高齢化による担い
手不足や相談件数の少なさが引き続き
課題となっています。

相談員数 5 5 A 9 9 5 - [10] [11]

（

２
）

包
括
的
な
相
談
支
援
の
し
く
み
づ
く
り

１
情
報
提
供
と
相
談
支
援
の
充
実

2 ページ 第４次伊賀市障がい者福祉計画R6実績シート



目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

備考

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

基本計
画

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定
計画
ペー
ジ

26

①権利擁護
に関する相
談支援体制
の充実

地域
包括
支援
セン
ター

障がい者に対する虐待を発見した時は、保護
等の措置を行います。また権利擁護支援が必
要な人については、伊賀市社会福祉協議会と
連携し日常生活自立支援事業の利用や成年後
見制度利用の支援を行います。

障がいのある人に対する虐待を発見し
た時に、保護等の措置を行いました。
また障がいのある人の権利擁護の為、
日常生活自立支援事業や成年後見制度
の利用の支援を行いました。

虐待を発見した際に、早期解決に向け
た支援を行いました。権利擁護が必要
な方はたくさんいますが、日常生活自
立支援事業の利用は、多数の待機が発
生していることから、すぐに利用でき
ないことが課題となっています。

相談件数 300
111

(R6.12
現在)

D 425 300 265 990 1,650 3,300

26
②日常生活
自立支援事
業の充実

介護
高齢
福祉
課

伊賀市社会福祉協議会が主体で実施している
日常生活自立支援事業を安定して利用できる
よう、低所得者の利用者に対して利用料の一
部を助成します

知的障がい、精神障がい、認知症など
により判断能力が不十分な人が、住み
慣れた地域で安心して自立した生活が
続けられるよう、低所得者の利用料の
一部助成を行いました。

本制度の利用により福祉サービスの利
用や金銭管理の支援を受け、安心して
生活を続けることができています。低
所得者に利用料の一部助成を行うこと
で、金銭的な理由で利用を断念するこ
となく利用に繋がっています。

低所得者
の利用回
数（延）

2,300 1,488 C 1,768 1,920 1,266 - [2,300] [2,300]

26
③成年後見
制度の充実

介護
高齢
福祉
課

伊賀地域福祉後見サポートセンターを中心に
講演会や出前講座等を通じて、成年後見制度
の周知・啓発を図ります

伊賀地域福祉後見サポートセンターを
中心に、成年後見制度の周知・啓発を
行いました。

制度の利用対象者となる人が今後ます
ます増加していくと考えられることか
ら、より効果的な周知方法を検討して
いく必要があります。

相談件数
（延）

600 550 B 478 707 545 - [200] [200]

26

④虐待の早
期発見と支
援体制の強
化

地域
包括
支援
セン
ター

関係機関の連携を強化し、虐待を早期発見す
るため、担当者会議を定期的に開催します。
また、施設や事業所での虐待の予防を図ると
ともに、虐待事案の発生時には虐待検討委員
会の支援方針に基づき速やかな支援を行いま
す。

虐待の早期発見と支援体制強化を目的
とした研修会を開催するにあたり、担
当者会議を開催しました。また、施設
や事業所での虐待事案の再発防止に努
めるとともに、困難事案の助言に努め
ました。更には、虐待検討委員会を開
催して発生した虐待事案において養護
者支援を中心とした支援方針を立てる
など、障がいのある方の権利擁護に取
り組みました。

依然として虐待やそれに類する事案は
発生していますが、適切に対応するこ
とで再発防止に寄与しています。ま
た、事例検討会など研修の機会をとお
して支援者同士の関係づくりに注力
し、早期発見できる体制を整えていま
す。

会議回数 4 1 D 4 4 4 12 15 30

27
①障害福祉
サービス等
の充実

障が
い福
祉課

事業所間ネットワークの強化、コミュニケー
ションを活性化させ、サービス事業者の意識
や技術を高める研修やガイドラインの整備を
図り、質の高いサービスの提供ができる環境
を整えます。

就労部会において、事業所や関係機関
のネットワーク強化に向けた協議を行
いました。WG内で座談会や事例検討会
を企画し、利用者の支援についての意
見交換や情報共有を伊賀圏域内の事業
所間で行いました。

伊賀圏域就労部会　2回
事業所連絡WG　12回
雇用啓発WG　10回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）単位で就
労部会を設置することにより、より多
くの関係機関と障がいのある人の就労
支援のためのネットワークを充実させ
ることができました。事例検討会で
は、圏域の事業所職員が直接顔を合わ
せて意見交換を行い、また、各グルー
プで出た意見を参加者全員に共有する
ことにより、各々の支援の方法につい
て改めて考える機会となりました。

回数 16 24 AA 13 17 23 53 48 96

27
①障害福祉
サービス等
の充実

障が
い福
祉課

聴覚障がい者等の福祉及び社会参加の推進を
図るため、手話通訳者及び要約筆記奉仕員の
派遣を行います。

聴覚障がい者等が医療機関や相談・手
続きなどで支援が必要なとき、手話通
訳者及び要約筆記奉仕員の派遣を行い
ました。
窓口における設置手話通訳は不在の状
態が続いていますが、情報保障の手段
として「透明字幕表示ディスプレイ」
を新たに設置しました。

アプリ等の普及もあり、手話通訳や要
約筆記の利用は減少傾向にあります
が、今後も意思疎通支援を必要として
いる人に必要な支援を行い、聴覚障が
い者等の福祉及び社会参加の推進につ
なげていきます。

回数 440
251
（見
込）

C 421 341 318 - [430] [440]

（

３
）
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目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

備考

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

基本計
画

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定
計画
ペー
ジ

28
②地域生活
への移行に
向けた支援

障が
い福
祉課

施設入所者が地域生活を行うために必要な社
会資源の充足に努め、国の指針に基づき、地
域生活への移行を促進します。

社会資源の充足につながるよう、新規
事業者に対して障がい福祉計画に基づ
くニーズを共有し、特定相談支援事業
所や障がい者相談支援センターとも連
携しながら、サービスの充実に努めま
した。また、地域移行の受け入れ先と
なる地域住民の障がい理解を深めるた
めの市民向け研修を開催しました。

地域生活を行うために必要な社会資源
としてのサービスの整備は進んできて
いますが、移行の受け入れ先となる地
域の住民の障がい理解がより深まるよ
う、引き続き周知・啓発に取り組んで
いく必要があります。

地域移行
者数

2
1

（見
込）

C 1 1 2 4 5 10

28

③地域住民
や民間団体
等の支援活
動との連携

障が
い福
祉課

障がいのある人に対し、避難行動要支援者台
帳などへの登録を促進し、地域との関わりを
強めることにより地域生活課題などの共有や
解決に努めます。

毎月、障がい者手帳新規取得者の対象
となる方へ避難行動要支援者台帳の周
知を行い、未回答の対象者169人に対
し、あらためて文書による登録意思確
認を行いました。

現時点で33人から提出があり、21人の
登録意思を確認することができまし
た。意思表示のない対象者に対して、
引き続き意向確認を行っていく必要が
あります。

回数 13 13 A 13 13 13 39 39 78

28
①障害福祉
サービス等
の利用促進

地域
包括
支援
セン
ター

障がい者相談支援センターにおいて障害福祉
サービス等の利用についての相談及び障害福
祉サービス事業者や特定相談支援事業所との
利用調整を行い、家族介護者の負担の軽減を
図ります。

障がい者相談支援センターにおいて障
害福祉サービス等の利用についての相
談及び障害福祉サービス事業者や特定
相談支援事業所との利用調整を行い、
障がいのある人により良い生活を支援
するとともに家族介護者の負担の軽減
を図りました。

障害福祉サービス等の利用を促進する
ことで、これまで家族が担っていた支
援を障害福祉サービスで対応すること
によって、家族介護者の負担軽減を
図っています。一方で家族と障がいの
ある人との関係性が完全に途切れてし
まわないよう、家族を含めた支援チー
ムで障がいがある方の生活を支えてい
く必要があります。

サービス
利用相談

件数
3,100

2,106
(R6.12
現在)

C 3,884 3,008 3,290 10,182 12,000 20,400

28

②介護者の
交流や学習
活動等への
支援

障が
い福
祉課

障がい者団体の活動に対して助成し、障がい
のある人を介護している家族介護者の交流会
や学習会の開催のための支援を行います。

障がい者団体の主催で家族介護者の交
流会や学習会が開催できるよう、障が
い者団体への助成を行いました。

団体の高齢化や会員減少が続いている
中で、家族介護者が少しでも多く交
流・学習の場を持てるような事業の検
討を、障がい者団体に対して今後も促
していく必要があります。

回数 2
2

（見
込）

A 0 1 2 3 6 12

28

②介護者の
交流や学習
活動等への
支援

介護
高齢
福祉
課

伊賀市社会福祉協議会へ委託し、認知症・介
護予防事業の一つとして、介護者にたいし
てっ介護方法や認知症介護予防啓発、介護者
の健康づくり等についてに知識・技術を習得
するため乃教室を開催し、参加者の増加を図
ります。

社協に委託し高齢者を介護している介
護者に介護に関連する知識や技術を学
ぶ場として、口腔ケア、生活習慣予防
教室、認知症予防講座、介護講座など
をテーマにした教室を開催し、啓発を
行いました。

教室型から派遣型に変更したことによ
り参加人数は増加傾向にあるため、今
後も継続的に開催を行う必要がありま
す。

参加者数
（延）

480
500
（見
込）

AA 22 39 457 - [30] [30]

30
① 居 住 系
サービスの
充実

障が
い福
祉課

地域で自立した生活の拠点を確保できるよ
う、グループホーム等の施設の充足に努めま
す。

今年度は新たなグループホームの開設
はありませんでしたが、昨年度に「日
中サービス支援型グループホーム」が
２箇所開設され、重度や高齢の障がい
者の地域移行の受け皿や一時的な宿泊
の場としての資源が整ってきていま
す。「日中サービス支援型グループ
ホーム」については、よりよい事業運
営となるよう、３月の障がい者地域自
立支援協議会にて今年度の活動状況報
告をいただく予定です。

グループホームの施設は充足してきて
いますが、そこで働く人材の不足や
サービスの質の改善が課題となってい
ます。
「日中サービス支援型グループホー
ム」については、今後も定期的に協議
会にて情報共有を行い、地域に開かれ
た資源となるよう努めていきます。
また、令和７年度から入所・入居施設
において義務化となる「地域連携推進
会議」への構成員としての参画も通じ
て支援に繋げます。

実人数／
月

130
138
（見
込）

AA 112 111 119 - [130] [145]

30

②地域での
自立生活に
向けた住宅
確保の推進

障が
い福
祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会くらし部会に
おいて、住まい探しを円滑に行うため、社会
福祉協議会等と関係機関等への啓発に取り組
みます。

障がいのある人の住まい探しに課題が
あり、地域で生活する上での阻害要因
の1つとなっていることから、障がいの
ある人への賃貸住宅をあっせんする賃
貸業者を交えて意見交換を行いまし
た。

障がいのある人と賃貸業者・近隣住民
とのトラブルについて、具体的な支援
策や相談先について検討を重ねる必要
があります。次年度はオーナーを対象
とした勉強会で啓発活動を実施する予
定です。

回数 2 6 AA 2 5 6 13 6 12

（

２
）
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目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

備考

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

基本計
画

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定
計画
ペー
ジ

30

②地域での
自立生活に
向けた住宅
確保の推進

住宅
課

障がいのある人をはじめとする住宅確保要配
慮者の自立生活に向けた住宅確保の支援を行
うため、不動産関係団体、社協、ＮＰＯと協
力して、三重県居住支援連絡会で協議をして
いきます。また、福祉部局との連携を図りな
がら住宅相談会を実施します。

「住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅
の供給の促進に関する法律」に基づ
き、自力で住宅を確保することが困難
である高齢者や障がい者に対して、安
定した居住の確保を図るための取り組
みについて協議を行いました。
三重県居住支援連絡会
　全体会議　７月18日
　作業部会　７月３日、10月23日
居住支援フォーラム
　12月23日

（効果）
市営住宅の新規入居について、障がい
者等の単身入居を可能としました。
三重県居住支援連絡会において、県及
び関係団体との協議を進め、住宅確保
支援に努めることができました。
（課題）
住宅相談会については、その効果が認
められないため実施しませんでした
が、今後の実施の有無についても検討
を要します。

回数 3 4 AA 5 5 4 14 9 18

30

②地域での
自立生活に
向けた住宅
確保の推進

生活
支援
課

三重県や居住支援法人である伊賀市社会福祉
協議会と連携し、住宅確保要配慮者が住まい
を確保するために必要な支援について協議、
情報共有する関係機関による連絡会が開催さ
れるようはたらきかけます。

厚労省の住まい支援システム構築に関
するモデル事業補助金を活用し、居住
支援連絡協議会の立ち上げに向けて住
宅部局・福祉部局・社協と協議を進め
ました。3月21日には関係各課・社協・
賃貸業者との設立準備会を開催予定で
す。
また、空き家対策室や社協とともに賃
貸業者と空き家の利活用について協議
を行ったことや、要配慮者への一時宿
泊先として市営住宅の目的外使用など
の住まいの確保に取り組みました。

モデル事業補助金を活用し、社協に住
まい支援員を配置して、要配慮者への
相談・物件の斡旋・福祉サービスへの
繋ぎなどの支援を実施しました。
3月21日に伊賀市居住支援協議会の立ち
上げ準備会を開催し、行政・居住支援
法人（社協）・賃貸業者で要配慮者へ
の支援について協議予定です。
課題として、単身高齢者などの入居に
関しては、死後事務や孤独死のリスク
があることから、住居確保が困難な
ケースがあります。

回数 3
7

（見
込）

AA 1 1 3 5 4 10

30
①年金、手
当等の充実

保険
年金
課

日本年金機構と協力・連携し、障害年金に関
する相談や諸届について、説明や申請書作成
等の支援をします。また、市広報及び行政情
報番組で、制度についての周知を行います。

日本年金機構と連携し、障害年金受給
者の現況届等の作成を支援しました。
また、障害年金に関する記事を広報い
がに掲載し、周知しました。

障害基礎年金の裁定請求が 47件あり、
日本年金機構へ進達しました。また、
窓口での説明の際には、年金機構が毎
年作成する案内書を参考に請求手続き
を進めています。職員が障害年金につ
いての研修を受講した際には復命書を
回覧することで受講内容の情報を共有
し、係員の知識の習得に努めました。

回数 2 2 A 2 2 2 - [2] [2]

30
①年金、手
当等の充実

障が
い福
祉課

重度障がい者・児の在宅生活を支援するた
め、移動及び介護用品助成を行います。

重度障がい者・児の在宅生活を支援す
るため、自動車燃料費等助成事業及び
介護用品購入費助成事業を行いまし
た。

実績は年々増加しており、障がいのあ
る人やその保護者の経済的負担の軽減
につながっています。今後も制度につ
いて広く周知していくとともに、保護
者の負担軽減のための方法をさらに検
討し、他のサービス充実にも努めま
す。

実績額
（千円）

17,755
17,856
（見
込）

AA 16,893 17,276 17,369 51,538 53,265 106,530

30

②医療費等
の自己負担
軽減のため
の制度の充
実

保険
年金
課

障がいのある人に継続して医療費にかかる自
己負担分を助成し、負担軽減を図ります。ま
た、県事業の対象者拡大や、制度の充実を要
望していきます。

医療費の自己負担分について対象者が
助成を受けられるよう、受給資格者の
資格管理（有効期限が到来する者への
申請勧奨など）を行いました。

医療費の自己負担分を助成すること
で、経済的な負担の軽減を図りまし
た。

なし

30
③金銭管理
に関する支
援の推進

地域
包括
支援
セン
ター

障がい者相談支援センターにおいて、金銭管
理に関する相談に対応し、生活の安定を支援
します。必要な人には、成年後見制度や日常
生活自立支援事業、自立相談支援事業におけ
る家計相談支援事業の利用を勧めます。

障がい者相談支援センターにおいて、
金銭管理に関する相談に対応し、生活
の安定を支援しました。支援が必要な
人に対して、成年後見制度や日常生活
自立支援事業、自立相談支援事業にお
ける家計相談支援事業の利用を勧めま
した。

金銭管理に関する相談に対応し、生活
の安定を支援しました。障がいのある
人自身がうまく金銭管理できないもの
の、金銭管理の支援の必要性を感じて
いない場合があり、伊賀市社会福祉協
議会と連携し日常生活自立支援事業や
成年後見制度の説明を行うとともに利
用の支援をしました。

金銭管理
に関する
相談件数

1,100
717

(R6.12
現在)

C 1,065 924 1,036 3,025 3,300 6,600

（

４
）

経
済
的
な
自
立
に
向
け
た
支
援

２
生
活
を
支
援
す
る
サ
ー

ビ
ス
の
推
進

（

３
）

住
ま
い
の
確
保
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目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

備考

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

基本計
画

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定
計画
ペー
ジ

31

①福祉人材
確保・育成
のための支
援

障が
い福
祉課

福祉人材確保のため、福祉学科等を有する高
校等と連携し、障がい福祉サービスについて
の情報共有に努めます。

市内の福祉学科を有する高等学校に、
福祉の仕事をＰＲするためのチラシ配
布を行いました。また、就労部会に
て、福祉人材確保に向けた学校と事業
所との連携について情報共有しまし
た。

福祉の仕事に対して若い人が魅力を感
じ、早い段階で将来の選択肢の一つと
なるような情報発信をさらに増やして
いく必要があります。

回数 5 2 D 3 3 2 - [4] [5]

31

①福祉人材
確保・育成
のための支
援

障が
い福
祉課

県内就業への誘導、再就職等の促進を推進す
るため、伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労
部会において、障がい福祉に関する業務を広
く紹介し、福祉人材の確保に繋げます。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部
会事業所連絡会WGにおいて作成した、
伊賀市・名張市内の就労系事業所情報
をまとめた「就労系事業所ガイドブッ
ク」について、周知しました。

障がい福祉サービス事業所等における
人材不足は慢性的に続いています。今
後も、ガイドブックを活用しながら、
人材確保につながるような情報の収
集・共有・発信を行政・事業所双方で
継続して行っていきます。

回数 5 2 D 5 5 2 12 15 30

31

①福祉人材
確保・育成
のための支
援

障が
い福
祉課

県やさまざまな機関が実施する資格取得等の
ための講習や研修などの情報を収集し、周知
します。
不足する福祉人材の確保へ繋げるため、障害
福祉サービス事業所に関する情報提供を行い
ます。

三重県が実施する人材養成研修の情報
を随時共有しました。また、福祉の仕
事をＰＲするためのチラシを窓口に配
架したり、就労系事業所の情報をまと
めたガイドブックを作成するなど、情
報発信に努めました。
さらに、移動支援の人材確保に向けた
ガイドヘルパー養成事業実施のための
要綱策定に取り組みました。

障がい福祉サービス事業所等における
人材不足は慢性的に続いています。人
材確保につながるような情報の収集・
共有・発信を行政・事業所双方が継続
して行う必要があります。また、ガイ
ドヘルパー養成研修の事業者指定要綱
を策定し、来年度の実現に向けて取り
組んでいきます。

回数 6 6 A 3 4 6 - [5] [6]

こど
も未
来課
子育
て支
援室

こど
も家
庭支
援課

健康
推進
課

健康づくりや介護予防をテーマとした出前講
座を各地域の老人クラブや各種団体において
開催します。また、行政チャンネルを活用
し、日常生活の中で自分自身や家族の健康管
理につながるよう支援します。
・出前講座回数
・行政チャンネル（特集等）　回数
・感染症に関する情報提供（出前講座、行政
チャンネル）回数

健康づくりなどの内容を、各地域や各
団体等の依頼に応じ出前講座を行いま
した。
・出前講座回数：42回
・まちの講師：12回
・行政チャンネル(特集）：4回

市民が関心のある内容や、地域課題を
中心とした健康情報をテーマにするこ
とで、市民の健康づくりに役立てるこ
とができました。
出前講座の内容については、多様化す
る住民のニーズや国や市の動向に合わ
せ、その内容を検討していく必要があ
ります。

回数 80 58 B

・子育て出前講座（保健師・栄養士・
歯科衛生士）：１６回
・共育てを応援するための土日の遊び
の場の提供（土曜ふれあい広場・子育
て包括支援センタープレイルームの土
日開所・にんにんパーク）：４８回
・共育て教室（いがパパっこ教室・
ファミリースマイルアップ講座）：５
回、共育て周知（他課教室での案
内）：５回
・妊婦教室：ウェルカムベビー教室６
回(見込)(３月予定１回)、ママの育児
体験教室６回(見込)(３月予定１回)

出前講座では、対象児の月齢や季節に
合わせた講話や事前に質問を伺って実
施するなど工夫をし、子育てに伴う保
護者の不安の軽減に努めました。地域
に出向くことでより気楽に相談しても
らう機会が増えました。「共育て」推
進の新規教室の開催により、初めて父
子で参加する組も多く、父親の子育て
参加を推進するきっかけになりまし
た。
ウェルカムベビー教室は夫同伴で参加
する妊婦が多く、夫婦で赤ちゃんを迎
える準備をし、協力して育児を行う意
識付けにつながりました。

84080 107 95 42028232
①主体的な
健康づくり
の推進

子育てに関することや保護者の健康づくりに
関する出前講座を実施します。また、夫婦で
子育てをする共育てを目的とした教室を開催
することで保護者が安心して子育てに取り組
めるよう支援します。

回数 70 86 AA

（

５
）

福
祉
人
材
の
確
保
・
育
成

２
生
活
を
支
援
す
る
サ
ー

ビ
ス
の
推
進

（

１
）

健
康
づ
く
り
へ
の
支
援

３
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健
・
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・
福
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野
の
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携
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の
強
化
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目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

備考

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

基本計
画

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定
計画
ペー
ジ

こど
も未
来課
子育
て支
援室

子育てに関する教室や事業を、毎月の広報
紙、ホームページ、チラシ配布等で情報発信
します。

毎月の広報誌、ホームページ、チラシ
配布等に加え、近年のSNSの力を活用
し、伊賀市公式LINEでの周知に尽力を
つくしました。LINE周知を強化すると
ともに、概ね週１回子育て事業に関す
る情報発信を行いました。共育て事業
に関しては、企業周知も実施しまし
た。

事後アンケートでは事業や教室を知っ
たきっかけのLINE選択者が増えていま
す。実際に伊賀市公式LINE登録者数
は、R6年3月末（681人）→12月末
（1309人）約2倍増加しました。LINEで
は定期的に子育て通信やホームページ
リンクを掲載し、迅速な情報発信がで
きています。

回数 150 197 AA

こど
も家
庭支
援課

妊婦や子育て世帯を対象に、広報紙、ケーブ
ルテレビ、ホームページ等を通じて広く健康
に関する情報発信や保健事業の紹介や案内を
します。

妊婦や子育て世帯を対象に、広報紙、
ホームページを通じて母子保健事業の
案内や子育て・児童福祉に関する情報
発信をしました。
◎広報紙　20回（予定５回）
　ホームページ　24回

広報紙やホームページで情報発信する
ことにより、妊婦や子育て世帯に必要
な情報を届けました。今後もタイム
リーに情報発信できるよう、ホーム
ページの見直しを行っていきます。

回数 40 49 AA

健康
推進
課

健康づくり事業や予防接種のこと等につい
て、広報紙、ケーブルテレビ、ホームページ
等を通じて広く健康に関する情報発信や保健
事業の紹介や案内をします。

広報紙、ケーブルテレビ、ホームページ、
フェイスブック等啓発回数

広報紙、ケーブルテレビ、ホームペー
ジ、ＳＮＳ等を通じて広く健康や感染
症予防に関する情報発信や保健事業の
紹介や案内をしました。
広報紙、ケーブルテレビ、ホームペー
ジ他　38回

健康に関する情報や事業の紹介等の情
報発信を広報、ケーブルテレビ、ホー
ムページ、伊賀市公式ライン等を通じ
行いました。市民が必要な情報が取得
できるように、最新の情報を提供する
必要があります。

回数 30 38 AA

32
③こころの
健康づくり
への支援

健康
推進
課

伊賀市自殺対策行動計画に基づき、こころの
健康づくりや、こころの病気についての理解
や知識の普及を進めます。

・こころの健康についての研修、啓発事業へ
の参加人数

こころの健康についての研修、啓発事
業への参加。
上野病院と連携し市内の高校での啓
発・講演、
また公認心理士によるケーブルテレビ
での啓発などこころの健康づくりに関
して、関連施設を通してチラシの配布
やケーブルテレビなどで啓発し、ここ
ろの病気についての理解や知識の普及
を進めました。

ゲートキーパー養成講座・こころの健
康教育　92人
市内高等学校でのこころの講座　２校
205人(見込み）
市内高等学校　文化祭啓発　　　４校
400人
市内商業施設　１か所　　200人（見込
み）

ゲートキーパー養成講座やこころの健
康教育などや、ケーブルテレビでの啓
発、商業施設や高等学校での啓発をし
ましたが、今後も継続的にこころの病
気ついて等、正しい知識の啓発をすす
めていく必要があります。

人数 550 897 AA 20 300 335 655 1,650 3,300

1,200189 204 120 60051332
②保健サー
ビスの利用
促進

３
保
健
・
医
療
・
福
祉
分
野
の
連
携
体
制
の
強
化
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１
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目標Ⅰ　一人ひとりに応じた生活支援のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

備考

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

基本計
画

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定
計画
ペー
ジ

34

①保健・医
療・福祉分
野の連携体
制の強化

地域
包括
支援
セン
ター

保健・医療・福祉分野がスムーズに連携する
ためには、介護支援専門員（ケアマネ
ジャー）の役割が重要です。様々な障がいを
理解し適切な支援機関へ繋げられるよう、3
職種、障がい者相談支援センター職員も参加
する事例検討会、居宅介護支援事業所・包括
支援センター職員に向けての研修を通して、
介護支援専門員の資質向上を図ります。

介護支援専門員を対象に事例検討会や
研修を開催して、資質向上を図りまし
た。また、研修の内容により、居宅
サービス事業所（ヘルパー・デイサー
ビス等）の職員にも有用と思われる研
修については参加を促しました。

・居宅介護支援事業所向け研修：3回
・事例検討会：5回

介護支援専門員、居宅サービス事業所
等福祉に携わる幅広い方に研修の機会
を提供することが出来て、資質向上が
図れました。様々な障害を理解して対
応出来るように障がい者相談支援セン
ターと共同で研修等の検討が必要で
す。

回数 8 8 A 7 9 8 24 21 42

34

①保健・医
療・福祉分
野の連携体
制の強化

医療
福祉
政策
課

「保健・医療・福祉分野の連携検討会」にお
いて、従来から取り組んでいる「在宅患者の
薬の管理のしくみづくり」に加えて独居高齢
者等の救急搬送時における課題解決に向け
て、引き続き検討をすすめます。

「保健・医療・福祉分野の連携検討
会」において、ACP（アドバンス・ケ
ア・プランニング）の取組みについて
協議し、年度末には、広報紙へACPの紹
介やそれについてのQRコードによる意
見収集、「お薬手帳」「情報・連絡
カード」の活用メリット等を掲載しま
した。
また、「在宅患者の薬の管理のしくみ
づくり」を更に進めるため、専門職の
方々への服薬管理についてのアンケー
ト実施と検証を行ったほか「お薬手帳
カバー」を増刷配布しました。

ACPについては、事前に話し合っておく
ことで、本人の希望に配慮した対応を
しやすくなり、代わりに判断する時の
悩みや負担を軽くできます。ACPは未だ
広く知られていないため、様々な手段
により啓発を行っていきます。
「お薬手帳カバー」に「情報・連絡
カード」を入れて身につけることで、
外出先での救急搬送など、もしもの時
の対応のほか医療介護関係者による日
頃の支援もスムーズに受けることがで
きます。
引き続き地域包括ケアシステムの構築
に向け、医療や介護、福祉関係者間の
連携強化に取り組む必要があります。

開催状況 1 1 A 1 1 1 - [1] [1]

35

①精神障が
いにも対応
したシステ
ムの構築

障が
い福
祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会くらし部会に
おいて、課題を抽出・整理し、精神障がいに
も対応した仕組み作りを推進します。

多職種で構成されるWGメンバーでモデ
ルケース（３例）の状況や支援経過を
追いながら、一般住宅への移行に必要
な対応や支援について意見交換を行い
ました。

グループホームから一般住宅への移行
時期や目標を定め、当事者・支援者で
共通認識を持っておくことの必要性を
共有することができました。これらの
意見を伊賀圏域版の地域包括ケアシス
テムに反映させていきます。

回数 2 6 AA 4 5 6 15 6 12

35
②地域での
住まい確保
の支援

障が
い福
祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会くらし部会に
おいて、関係機関と連携し、安心して生活で
きる住まいの確保のための支援を行います。
また、伊賀・名張市内にある賃貸業者に実施
したアンケート結果をまとめた報告書をもと
に障がい者の住まい探しの課題を追求してい
きます。

伊賀・名張市内にある賃貸業者にアン
ケート調査を実施した結果が報告書と
して完成しました。障がい者が地域で
生活する上で、住まい探しに課題があ
ることから賃貸業者を交えて意見交換
を行いました。

障がい者の住まい探しについて賃貸業
者を交えて意見交換を実施できたこと
で、地域移行に向けた課題や問題点を
共有できました。その上で関係機関が
連携しながら協力できる関係性が構築
できました。

回数 2 6 AA 4 5 6 15 6 12

35
③ ピ ア サ
ポート体制
の推進

障が
い福
祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会くらし部会に
おいて、病院及び障害福祉サービス事業所等
と連携しながらピアサポーターへの支援体制
を推進します。

精神科病院のアウトリーチ事業等でピ
アサポーターの活用を推進しており、
名張市のまちの保健室や伊賀市社協の
地域福祉コーディネーターの活動報告
を受けて意見交換を行いました。

今後も継続した取り組みを続ける必要
があり、次年度は心のサポーター養成
研修を実施することで地域移行に関し
て感じている不安や課題の解消につな
げていく予定です。

回数 2 6 AA 4 5 6 15 6 12

（

２
）

保
健
・
医
療
・
福
祉
分
野
の
連
携
体
制
の
強
化

（

３
）

精
神
障
が
い
に
も
対
応
し
た
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス

テ
ム
の
構
築

３
保
健
・
医
療
・
福
祉
分
野
の
連
携
体
制
の
強
化
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

36
①発達支援
システムの
推進

こど
も家
庭支
援課

全ての乳幼児が健康診査を受診できるように
勧奨し、障がいの早期発見に努めます。ま
た、各種相談や医療・療育につなげられるよ
う医師会や保育所など関係機関と連絡・連携
を強化し切れ目ないサービスの提供を実施し
ます。

・各種乳幼児健診

乳幼児健診の受診勧奨を行い、受診率向
上に努めました。医師会との乳幼児健診
委員会に参加、情報共有や連携支援を行
いました。
また、保育園と連携し、未受診者への勧
奨やフォローが必要な児の情報共有を行
いました。保育幼稚園課の療育保育事業
審査会にも参加し、切れ目ないサービス
の提供に努めました。
◎３歳児健診　17回(見込)(2月・３月予
定３回）

健診の待ち時間を短くして受診者の負担
を軽減したり、安心して相談できるよう
に心掛けました。
未受診者への勧奨を徹底し、受診率
100％を目指しました。
今後も安心して受診してもらえるように
し、未受診者への勧奨を徹底して行いま
す。

3歳児健
康診査の
受診率

100 97.1 B 99.5 98.1 101 - [98] [98]

36
①発達支援
システムの
推進

こど
も家
庭支
援課

こどもの発達特性を正しく理解し、適切な環
境設定や就学につなげていくため５歳児発達
相談を実施します。

５歳児発達相談を全園(所)で実施し、集
団行動観察においてこどもの認知・社
会・行動面での特性を把握し、一人ひと
りの対応方法への助言や今後の方針へ
のカンファレンスを実施しました。
◎５歳児発達相談
　市内全30園、５１回(見込)(2月・３月予
定７回）

５歳児発達相談で見えてきた個人の発達
特性について、その子の発達特性を理解
した上での対応方法や今後の方針等を
検討し、スムーズに就学を迎えられるよ
う相談等の支援を充実します。

５歳児発
達相談参

加率
98 100 AA 98 99 100 - [98] [98]

36
①発達支援
システムの
推進

学校
教育
課

一人ひとりのニーズに応じた途切れのない支
援を行うため、こども家庭支援課発達支援係
等の関係機関と連携し、教育相談、発達検査
等の巡回相談を実施します。

こども家庭支援課発達支援係に依頼
し、発達検査を実施するとともに、関
係機関と連携し、保護者相談等を行い
ました。

発達検査や保護者相談等を通して、児
童生徒一人ひとりに応じた適切な支援
にいかすことかできました。また、児
童発達支援センターとも連携しながら
進めていくことで、福祉の立場からの
アドバイスをもらうことができまし
た。今後も関係機関からのアドバイス
等を子どもたちの適切な支援につなげ
ていく必要があります。

回数 150 150 A 160 150 150 460 480 960

36
①発達支援
システムの
推進

障が
い福
祉課

発達支援体制の充実・推進を図ることを目的
に、療育支援担当者連絡会を開催し、行政関
係部署と障害児通所事業所等の関係機関との
連携強化に向けた協議を行ないます。

庁内の療育支援担当者連絡会を開催
し、行政関係部署と障害児通所事業所
等の関係機関との連携強化に向けた協
議を行ないました。また、障がい児支
援の質の向上や事業所間の交流を目的
に、事業所職員向けの研修を開催しま
した。
療育支援担当者連絡会　４回
事業所向け研修　９事業所22名参加

毎年継続して受講していただくことで
スキルアップにつながるよう、研修内
容を考えました。さまざまな事業所の
現場で働く職員が交流する機会にもな
りました。より多くの事業所に参加し
てもらえるよう呼びかけていくととも
に、療育関係機関の連携強化に向けた
さらなる取り組みを検討していく必要
があります。

参加事業
所数

15 9 C 0 14 10 - [15] [15]

37
②発達障が
い児等に対
する支援

こど
も家
庭支
援課

乳幼児期の健診など母子保健事業を通じて、
発達障がい児を早期発見し、経過観察や保護
者の育児支援を行う場を提供します。また専
門機関との連携により早期に療育につなげら
れるよう支援を行います。
　
・２歳児相談

１歳６ヶ月児健診で経過観察や育児支援
が必要な親子に対し、小集団による親子
教室を開催しました。また、集団以外でも
個別に心理判定員による発達相談を実
施し、発達検査による発達段階の確認を
した上で、必要な時期に療育へのつなぎ
を行いました。
◎２歳児相談　12回(見込)(2月・３月予
定２回）

親子教室を通して具体的な対応方法に
ついてのアドバイスや、個別相談などで
保護者の不安軽減に努めました。２歳児
相談では、こどもの発達段階や保護者の
気持ちに寄り添いながら必要な時期に療
育等へのつなぎを行います。また、未受
診者へは個別に来所勧奨や相談にのっ
ていきます。

2歳相談
受診率

95 83.3 B 82.4 81.5 88 - [95] [95]

1
一
生
涯
を
通
じ
た
生
活
支
援
シ
ス
テ
ム
の
充
実

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

(

１

)

発
達
支
援
体
制
の
充
実
・
推
進
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

37
②発達障が
い児等に対
する支援

こど
も家
庭支
援課

学校や保育所(園)などからの依頼を受けて、
課題のあるこどもの支援方法について具体的
アドバイスするため巡回訪問を実施します。

学校や保育所(園)等を巡回訪問し、子ど
も発達特性や対応方法についてのアドバ
イスや情報共有を実施しました。
巡回193人(見込)(2月・３月予定15人）

専門職(こども発達支援センター・児童発
達支援センター)から、保育士や教員等へ
一人ひとりの発達特性を踏まえた上で具
体的対応方法や支援方針についての助
言や、個別ケースの適切な対応や支援へ
繋ぐことができました。

巡回訪問
延人数

140 178 AA 120 165 178 - [140] [140]

37
②発達障が
い児等に対
する支援

学校
教育
課

支援の必要な児童生徒について「さぽーと
ファイル」等利用しながら「個別の指導計
画」や「個別の教育支援計画」を作成し、
個々のニーズにあった適切な切れ目ない支援
を行うために活用します。

支援の必要な児童生徒について「さ
ぽーとファイル」等利用しながら「個
別の指導計画」や「個別の教育支援計
画」を作成し、個々のニーズにあった
適切な切れ目ない支援を行うために活
用しました。

小中学校28校において、特別支援学級
在籍している児童生徒や通級による指
導を受ける児童生徒について「個別の
指導計画」「個別の教育支援計画」を
作成し、個々のニーズにあった適切な
支援につなげました。

箇所数 28 28 A 29 29 28 - [29] [28]

37
③地域の学
校との連携
強化

障が
い福
祉課

発達支援体制の充実・推進を図ることを目的
に、療育支援担当者連絡会を開催し、行政関
係部署と障害児通所事業所等の関係機関との
連携強化に向けた協議を行ないます。

庁内の療育支援担当者連絡会を開催
し、行政関係部署と障害児通所事業所
等の関係機関との連携強化に向けた協
議を行ないました。また、障がい児支
援の質の向上や事業所間の交流を目的
に、事業所職員向けの研修を開催しま
した。
療育支援担当者連絡会　４回
事業所向け研修　９事業所22名参加

毎年継続して受講していただくことで
スキルアップにつながるよう、研修内
容を考えました。さまざまな事業所の
現場で働く職員が交流する機会にもな
りました。より多くの事業所に参加し
てもらえるよう呼びかけていくととも
に、療育関係機関の連携強化に向けた
さらなる取り組みを検討していく必要
があります。

参加事業
所数

15 9 C 0 14 10 - [15] [15]

(

２

)

自
立
し
た

地
域
生
活
の
た
め

の
支
援

38
①自立した
地域生活の
ための支援

地域
包括
支援
セン
ター

障がい者相談支援センターに相談支援専門員
等を配置し、障がいのある人の生活相談や就
労相談を行います。

障がい者相談支援センターに相談支援
専門員等を配置し、障がいのある人の
生活相談や就労相談を行いました。本
人が自立して地域で生活できるように
関係機関との連携を行いました。

障がいのある人が地域で自立した生活
が送れるように、関係機関と連携し支
援を行いました。障がいのある人が就
労を継続するためには、職場の理解を
進める必要があります。

相談件数 7,500
4,489
(R6.12
現在)

C 10,494 7,275 7,251 25,020 27,000 47,800

39

① 高 齢 に
なった障が
いのある人
への支援

障が
い福
祉課

高齢期の障がいのある人がそれぞれに応じた
サービスを利用できるよう、障がい者地域自
立支援協議会相談部会や障がい者相談支援セ
ンターが主体となって協議を行い、障がいと
介護の垣根を超えたトータルサポート体制づ
くりに取り組みます。

障がい者地域自立支援協議会相談部会
において、高齢になった障がいのある
人への支援について共有し、ケース状
況に応じて個別に検討会議等を開催
し、支援を協議しました。
相談部会　11回

高齢になった障がいのある人の支援に
ついては、介護保険サービスの利用も
含めて、その人のニーズに沿った支援
を行えるように高齢者担当機関や計画
相談支援事業所と連携し、今後も協議
を行っていきます。

回数 5 11 AA 5 10 11 26 15 30

39

① 高 齢 に
なった障が
いのある人
への支援

介護
高齢
福祉
課

介護・高齢者サービスの施策をＨＰ等で随時
周知します。また、障がい福祉課との連携を
密にし、円滑な移行に努めます。

障がい福祉課と連携し制度の啓発や周
知を行いました。

障がい者サービスから高齢者サービス
への移行については、関係者の連携が
不可欠です。今後も会議等での共通認
識を深めます。

回数 1 1 A 1 1 1 3 3 6

39

②医療・介
護・予防・
住まい・生
活支援が一
体的に提供
される地域
包括ケアシ
ステムづく
り

医療
福祉
政策
課

引き続き、地域共生社会を実現するための包
括的支援体制構築に向けて、重層的支援体制
整備事業を推進します。事業の推進のため、
前年度事業予定としていた「健康福祉関係計
画調整会議」について、その機能も含めた
「福祉施策調整会議」を開催します。

重層的支援体制整備事業を進めていく
中心メンバーである相談支援包括化推
進員のミーティングを月１会程度開催
し、分野ごとの連携を深めながら事業
に取り組みました。また、「福祉施策
調整会議」を開催し、個別課題から抽
出された地域課題を整理しました。

重層的支援体制整備事業として、相談
支援包括化推進員ミーティングの中
で、分野を問わない地域課題等につい
て情報共有し、他市の話を聞かせても
らう等の機会を持ちました。今後はさ
らに必要な部署とも連携を深め、より
強固な包括的支援体制の構築に努めま
す。

開催状況 1 1 A 1 1 1 3 3 5

1
一
生
涯
を
通
じ
た
生
活
支
援
シ
ス
テ
ム
の
充
実

(

３

)

高
齢
に
な
っ

た
障
が
い
の
あ
る
人
へ
の
支
援

(

１

)

発
達
支
援
体
制
の
充
実
・
推
進
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

39
①緊急時の
受入れ体制
の充実

障が
い福
祉課

地域の障害福祉サービス事業所と連携を図
り、緊急時の受入れ体制を充実させます。

緊急時における迅速・確実な相談支援
の実施に向けて、相談支援事業所との
連携・情報の共有を図り、地域生活支
援拠点の体制づくりに向けた調整・協
議を行いました。今年度は、新たに３
事業所（うち１事業所はサービスの追
加）を地域生活支援拠点として登録し
ました。

地域生活支援拠点登録事業所数：22

新たに３事業所を地域生活支援拠点と
して登録し、緊急時の受け入れ体制が
さらに整ってきています。今後は、体
制の整備を引き続き行いつつ、利用者
の事前登録対象を整理し、登録方法や
事業内容の理解が得られるよう周知が
必要です。

登録事業
所数

1
3

（見
込）

AA 16 2 2 20 18 23

39
①緊急時の
受入れ体制
の充実

地域
包括
支援
セン
ター

緊急対応の必要がある場合は、基幹相談支援
センターが関係機関と連携を図り、短期入所
等のサービスを調整するなどの支援を行いま
す。

普段障がいのある人の支援をしてくだ
さっている家族に緊急なことがあった
際に、関係機関との連携・調整をおこ
ない、短期入所等のサービスの利用支
援をします。

緊急時の対応について支援者や家族と
話し合っておく必要性を啓発してお
り、平時からそのような場合を想定し
た支援の組み立てを関係機関と共に実
施しています。支援機関と共に先を見
越した支援を提供できた結果、当該年
度において対応実績はありませんでし
た。今後も連携を中心とした支援体制
の強化に努めます。

対応件数 3
0

(R6.12
現在)

D 1 0 1 2 15 30

39

②地域で暮
らすための
体験等の場
づくり

障が
い福
祉課

地域へ移行するための相談体制を整え、基幹
相談支援センターと連携し、障害福祉サービ
スの体験利用を促進します。

国が示す協働による相談支援体制の確
保や質の向上など、相談支援事業所と
の連携・情報の共有を図り、地域生活
支援拠点の体制づくりに向けた調整・
協議を行いました。

潜在的なニーズはあると思われます
が、実際の利用にはつながっていない
状況が続いています。事前の利用登録
から実際の利用までの流れをあらため
て整理したうえで、事業内容の理解が
得られるよう周知していく必要があり
ます。

人数 2
0

（見
込）

D 0 0 0 0 5 10

40

① 母 子 保
健・発達相
談体制の充
実

こど
も家
庭支
援課

妊娠届けの機会や乳幼児相談、こんにちは赤
ちゃん訪問など各種母子保健事業の機会を通
じて、乳幼児健診の受診を促し、障がいのあ
る子どもの早期発見・専門機関への紹介など
の支援につなげられるように努めます。

･１歳６か月児健診

各種母子保健事業の機会を通じて乳幼
児健診の受診を促し、未受診者への連絡
を徹底しました。
特に１歳６か月児健診では育児の困り感
等について聞き取り、次の相談につなげ
る支援を行いました。
◎１歳６か月児健診　15回(見込)(2月・
３月予定３回）

未受診者への勧奨に努め、受診率は維持
されています。
今後も受診率向上に努め、必要な児を発
達相談や専門機関への紹介などの支援
につなげられるように努めます。

1歳6ヶ月
児健康診
査の受診

率

100 97.3 B 98 99 98 - [98] [98]

40

① 母 子 保
健・発達相
談体制の充
実

保育
幼稚
園課

４歳児を対象とした５歳児相談や３歳児クラ
ス巡回相談を通して、発達に支援が必要な子
を早期に発見し、子ども発達支援センターや
児童発達支援センター等各機関との連携を密
にし発達相談体制を充実させます。

４歳児を対象とした５歳児相談や３歳
児クラス巡回相談を通して、発達に支
援が必要な子を早期に発見し、こども
発達支援課や児童発達支援センター等
各機関との連携を密にし発達相談体制
を充実させました。

５歳児発達相談を行うことで、支援が
必要な子の早期発見をを行うことがで
き、就学前に丁寧な支援に結び付ける
ことができました。

箇所数 28 28 A 28 30 28 - [28] [28]

40

① 母 子 保
健・発達相
談体制の充
実

学校
教育
課

障がいのある子どもや特別に支援が必要な子
どもを早期に適切な支援へつなげるため、障
がいや発達について気軽に相談できるよう就
学相談を実施します。

ゆめポリスセンターにおいて就学相談
を６日間実施しました。
７月２２日（月）　１３件
７月２３日（火）　１２件
７月２５日（木）　１６件
７月２６日（金）　１４件
７月２９日（月）　１３件
７月３０日（火）　　９件
※上記の6日間に入らなかった１３件は
個別に対応（８・９月）
計９０件

就学相談を通して、発達に課題のある
子どもを早期に適切な支援につなげる
ことができました。今後も引き続き就
学相談を実施し、適切な教育支援につ
なげる必要があります。

回数 6 6 A 6 6 6 - [5] [5]

1
一
生
涯
を
通
じ
た
生
活
支
援
シ
ス
テ
ム
の
充
実

２
早
期
療
育
と
保
育
の
充
実

(

４

)

地
域
生
活
支
援
拠
点
の
充
実

(

１

)

障
が
い
児
の
早
期
療
育
の
充
実

11 ページ 第４次伊賀市障がい者福祉計画R6実績シート



目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

40

① 母 子 保
健・発達相
談体制の充
実

こど
も家
庭支
援課

児童発達支援センターや専門医から専門的な
視点から助言を受け、関係機関と情報共有し
支援方法について検討します。
また、医療が必要な児が受診につながるよ
う、定期的に専門医との支援ケース検討会を
行います。

児童精神科の医療的な視点から対応の
助言を受けたり、必要に応じ受診につな
がるよう専門医への発達相談を行いまし
た。また、児童発達支援センター・教育委
員会と共に個人の支援方針や現場での
配慮や支援方法について定期的に検討
しました。

支援検討会議　11回(見込)(2月・３月予
定２回)
専門医とのケース検討会　11回(見
込)(2月・３月予定２回)

児童発達支援センターや教育委員会等と
連携して、保護者や学校に対し子どもの
発達特性への理解や接し方の支援方法
について具体的に検討できました。必要
な児にはモニタリングにて様子を確認
し、その後の支援方法を検討する必要が
あります。
また、個別の発達に応じて医療につなぐ
ことができるよう今後も専門医との連携
を図ります。

ケース検
討会の開
催回数

21 22 AA 18 20 21 - [21] [22]

40

②発達に関
する保護者
等の理解の
推進

こど
も家
庭支
援課

こんにちは赤ちゃん訪問を実施し、早期から
心身の発育について支援する母子保健事業を
紹介し、事業への参加を促します。乳幼児相
談や各種教室など発達段階に応じた母子保健
事業を開催し、保護者からの発達や育児に関
する相談を受けるとともに発達についての理
解を促す機会とします。
・こんにちは赤ちゃん訪問

対象の家庭に保健師・助産師が全戸訪問
しました。訪問により保護者から発達や
育児に関する相談を受け、育児不安の軽
減を図りました。また、子育て支援事業
や予防接種等の情報提供を行いました。

早期に訪問することで、母の育児不安の
軽減につながりました。今後も母子手帳
発行時から赤ちゃん訪問の必要性を説明
するとともに、伴走型支援により妊産婦
と信頼関係を築けるように活動していき
ます。

こんにち
は赤ちゃ
ん訪問率

100 100 A 100 100 100 - [100] [100]

40

②発達に関
する保護者
等の理解の
推進

こど
も家
庭支
援課

関係機関スタッフ(保育士・教員等）に対し
て発達に関する研修会やケース検討会を行い
ます。

児童発達支援センターと連携して学校等
の依頼を受けて事例検討会や職員研修
等に協力しました。
また保育所（園）、幼稚園の保育士や保健
師等を対象としてこどもの発達を見る力
や具体的対応方法についての研修会を
開催しました。
事例検討会・校内研修3回
保育士等対象発達支援研修会4回(見
込)(2月・３月予定4回）

現場の保育士・教員・保健師対象に、子ど
もの育ちや発達(特に運動発達)につい
て理解を深めることができました。
今後もその子が過ごしやすい環境づくり
や対応へつながるよう継続した研修が必
要です。

実施回数 5 7 AA 7 7 8 - [5] [6]

40

②発達に関
する保護者
等の理解の
推進

学校
教育
課

保育所（園）や幼稚園において早期の段階で
発見し、保護者とともに適切な支援につなげ
るために、保育所（園）や幼稚園、学校訪問
を実施します。

保育所・保育園・幼稚園は３０園、小
学校は１８校訪問し、発達に課題のあ
る子どもの状況を把握し、就学相談へ
とつなげました。

保育所（園）・幼稚園、学校訪問を通
して、保護者とともに適切な支援のあ
り方を考えることができました。

箇所数 48 48 A 49 49 48 - [49] [48]

41
①障がい児
保育体制の
推進

保育
幼稚
園課

子どもの障がいや支援の必要な子ども一人ひ
とりに応じた支援ができるよう、障がい児保
育の理解と知識を深める研修を行います。

市内の幼児教育・保育施設職員を対象
にインクルーシブ保育の講演会を実施
し、保育の質の向上を行いました。

各所（園）から、職員が参加し学びにつな
げることができたが、実際支援の必要な
児童が増えているので、支援の仕方を学
ぶ機会が必要です。

箇所数 28 28 A 28 28 28 - [28] [28]

41
②専門機関
等との連携
強化

こど
も家
庭支
援課

個々の子どもの発達や特性を把握した上で、
保育・教育現場における個別支援計画の検討
し、実践、評価をしていくため、３歳児クラ
ス巡回相談を実施します。

３歳児クラス巡回相談では、児童発達支
援センターと連携し、保育現場における
支援内容や環境整備等の検討や、保育士
対象に乳幼児期の発達について研修し
ました。更に一人ひとりの発達アセスメ
ントにて発達段階を確認した上で、個別
支援計画票を作成し、その子が安心して
集団生活を送るための支援を実施して
います。
12園　15回実施(見込)(2月・３月予定３
回）

児童発達支援センターと連携しながら、
早期支援対応のための個別アセスメント
や個別支援計画立案ができました。今
後、定期的なモニタリングにて個々の発
達アセスメントを実施しながら、その子に
応じた支援方法を引き続き保育所と一
緒に考えていきます。更に、実施保育所
(園)等を増やしていく必要があります。

実施保育
所(園)・
幼稚園数

12 12 A 18 6 9 - [14] [16]

２
早
期
療
育
と
保
育
の
充
実
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２

)

障
が
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保
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の
充
実
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

42
①就学指導
の充実

学校
教育
課

関係機関と連携し、就学時の支援状況を把握
するとともに情報を共有し、適切な支援につ
なげます。

専門医や児童相談所、特別支援学校、
福祉部局等と連携し、教育支援委員会
を５回実施しました。
５月２３日（木）・９月５日（木）
９月２０日（金）・１０月１５日
（火）
１０月３１日（木）

就学前の状況を関係機関と情報共有し
連携することにより、児童生徒の適切
な支援につなげることができました。

回数 5 5 A 5 5 5 - [5] [5]

42

②地域の学
校での特別
支援教育の
充実

学校
教育
課

一人ひとりのニーズに対応できるよう、個別
の教育支援計画に基づき、特別支援コーディ
ネーターが中心となって特別支援教育を推進
するとともに、必要に応じて教育支援員等の
配置に努めます。

教育支援員（看護師支援員・特別支援
教育支援員を含む）を５９人配置しま
した。

教育支援員を配置することにより、特
別な支援が必要な児童生徒に対して、
個々のニーズに応じた支援を行うこと
ができました。多岐にわたる個々の
ニーズに対応するために、今後も人的
確保に努める必要があります。

人数 59 59 A 54 55 58 - [56] [60]

42

②地域の学
校での特別
支援教育の
充実

学校
教育
課

障がいのある子どもへの教育を充実させるた
めに、一人一台タブレット等のＩＣＴ機器を
活用し、子どものニーズに応じた特別支援教
育に取り組みます。

一人一台タブレット等のICT機器を活用
し、個々のニーズに応じた特別支援教
育に取り組みました。

一人一台タブレット等のICT機器を活用
することで、意欲を高め、一人ひとり
のニーズに応じた学習へとつなげるこ
とができました。今後もICT機器等の活
用を広げ、特別支援教育の充実につな
げていく必要があります。

箇所数 28 28 A 29 29 28 - [29] [28]

42

③特別支援
学校や専門
機関等との
連携強化

学校
教育
課

教育相談や事例検討会等において、一人ひと
りの適切な支援へつなげるため、関係機関と
連携し取り組みます。

こども家庭支援課発達支援係や児童発
達支援センター、児童相談所、スクー
ルカウンセラー、特別支援学校などと
連携し、教育相談や事例検討会を行い
ました。

支援の状況について関係機関と連携す
ることによって、一人ひとりのニーズ
にあった、より専門的な支援につなげ
ることができました。

回数 28 28 A 29 29 28 - [29] [28]

44

①放課後児
童クラブに
おける受入
れの推進

こど
も未
来課

障がいのある児童について、ニーズに応じた
受け入れができるように、放課後児童クラブ
に加配の支援員をおきます。

心身に障がいのある児童の受入を推進
するために、事業所と連携し現状把握
を行い、受け入れ体制を整えます。

心身に障がいのある児童の受入を推進
するために、事業所と連携し現状把握
を行い、支援員の増員対応や、支援員
の資質向上を目的に、障がいのある子
への関わり方や障がいに対する理解を
深める連続講座を実施することができ
ました。

加配支援
員の充足

率
100 100 A

18
100

19
100

16
100

-
［19］
[100]

[100]

数ではなく
必要な所に
加配職員を
置くことが
重要である
ため、「箇
所数」から
「充足率」
に変更

44

②放課後等
デイサービ
ス等障害福
祉サービス
の充実

障が
い福
祉課

放課後等デイサービスを実施し、障がいのあ
る児童が放課後や長期休業中に活動する場を
確保します。

学校の長期休業中における障がいのあ
る児童の日中活動の場の確保や、その
家族の就労支援及び日常介護している
人の一時的な休息による負担軽減を図
ることを目的として、放課後等デイ
サービスの給付を行いました。

放課後等デイサービス事業の利用者数
は年々増加しています。今後もさらに
増え続けると予想される利用希望に対
して迅速に対応できるよう、体制を整
えていきます。

利用者数
／月

200
196
（見
込）

B 161 173 191 - [160] [175]

３
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

45
①就労支援
ネットワー
クの強化

障が
い福
祉課
商工
労働
課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会を開
催し、各関係機関によるネットワークの強
化・連携のための協議を行い、障がいのある
人の一般就労を支援します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部
会を開催し、障がいのある人を一般就
労へつなぐための協議・支援を行いま
した。また、2つのWG連携を進めるため
各WGのコアメンバーと事務局で協議を
行いました。

伊賀圏域就労部会　2回
WG連携のためのコア会議　1回
事業所連絡WG　12回
雇用啓発WG　10回

伊賀圏域内の就労系事業所や関係機関
が顔を合わせて協議を行なうことで、
就労支援ネットワークを強化すること
ができました。今後、一般就労へ送り
出す側と受け入れる側それぞれを支援
する２つのWG間の連携をさらに強化
し、障がいのある人の一般就労の促進
につなげていきます。

回数 15 25 AA 13 17 23 53 45 90

45

②包括的な
相談支援と
コ ー デ ィ
ネートの充
実

障が
い福
祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会を開
催し、障がいのある人の就労に関する相談支
援とコーディネートの充実を図るため、各関
係機関との連携を強化します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部
会を開催し、障がいのある人を一般就
労へつなぐための協議・支援を行いま
した。

伊賀圏域就労部会　2回
事業所連絡WG　12回
雇用啓発WG　10回

伊賀圏域（伊賀市・名張市）で就労部
会を行うことにより、広域でより多く
の支援機関と情報共有ができ、障がい
のある人の相談・就労支援につなぐこ
とができています。今後も、適宜見直
し・改善しながら事業を継続していき
ます。

回数 15 24 AA 13 17 23 53 45 90

46
①企業等へ
の啓発

障が
い福
祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会にお
いて、企業に対し障がい者雇用における支援
制度や障がい特性について理解を深める情報
提供・研修会等を行い、障がい者雇用を促進
します。

伊賀市・名張市内の企業を対象に、障
がい者雇用を支援する機関から講師を
招き、２回の研修会を実施しました。
第１回目の研修では、障がい特性に応
じた支援をするために必要な知識や配
慮などについて理解を深めました。第
２回目の研修では、障がい者雇用に係
る合理的配慮や支援体制、支援制度に
ついて理解を深めるとともに企業同士
の意見交換を行いました。
また、２回の研修会を通し、障がい者
雇用に係る各支援機関の紹介を行いま
した。

第１回研修参加企業数：17社
第２回研修参加企業数：12社

企業の担当者が、研修会を通じ、障が
い者雇用に関する新たな気づきや知識
の習得を行ったこと、研修の中で企業
同士が課題等に対する意見交換を行っ
たことにより、企業の課題解決に向け
た一助となりました。
令和８年度に法定雇用率が引き上げら
れる中、障がい者雇用のさらなる促進
に向けた取組を引き続き行っていきま
す。

参加事業
所数

38 29 B 未実施 18 14 - [37] [40]

46
①企業等へ
の啓発

商工
労働
課

人権啓発企業・事業所訪問の際や伊賀市人権
学習企業等連絡会会員企業に対し、障がい者
雇用の促進のための啓発を行います。

人権啓発企業・事業所訪問（伊賀市人
権学習企業等連絡会加入事業者を含
む）において、障がい者雇用の促進の
ための啓発を行いました。
３月末までに227の企業・事業所に対し
て訪問等による啓発を実施します。

業務多忙等の理由で訪問を辞退する企
業・事業所がいくつかあり、こうした
企業等へは書類を郵送する形での啓発
としましたが、多くの企業・事業所に
対し訪問により啓発を行うことができ
ました。
特に、雇用の分野で障がい者に対する
差別が禁止され、合理的配慮の提供が
義務化されたことについても啓発を行
うことができました。

件数 225
227
（見
込）

AA 237 245 225 707 633 1,266

46

②障がい者
雇用を行う
企業等に対
する支援

商工
労働
課

人権啓発企業・事業所訪問の際や伊賀市人権
学習企業等連絡会会員企業に対し、障がい者
雇用について説明するとともに助成制度等の
案内チラシを配布し、情報提供を行います。

人権啓発企業・事業所訪問（伊賀市人
権学習企業等連絡会加入事業者を含
む）において、障がい者雇用について
説明するとともに助成制度等の案内チ
ラシを配布し、情報提供を行いまし
た。
３月末までに227の企業・事業所に対し
て訪問等による啓発を実施します。

業務多忙等の理由で訪問を辞退する企
業・事業所がいくつかあり、こうした
企業等へは助成制度等の案内チラシも
同封して書類を郵送する形での啓発と
しましたが、多くの企業・事業所に対
し訪問により啓発を行うことができま
した。

件数 225
227
（見
込）

AA 237 245 225 707 633 1,266
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

46

③行政機関
での障がい
者雇用の推
進

人事
課

6月1日時点における法定雇用率（市長部局）
を達成するため計画的な採用に努めるととも
に、不本意な離職者を極力生じさせないよ
う、人事記録を基に前年度採用者の定着状況
の把握・進捗管理を行います。

障がい者雇用について通年募集・採用
を行うとともに、雇用している職員の
適正な配置や職場での状況の把握に努
めました。

通年募集により定期的に採用ができて
いる一方、離職者も一定数発生してい
る状況です。採用した職員が定着する
よう状況把握に努めるとともに、周囲
の理解の促進を図ることが求められま
す。

雇用率 2.8 2.49 B 2.6 2.4 2.48 - ［2.6］ ［2.6］

46
④就労に向
けた訓練等
の充実

障が
い福
祉課

一般就労を希望する人のために、就労に必要
な訓練を行う就労移行支援を行います。

就労を希望する障がいのある人に、自
立訓練事業や就労移行支援サービスの
給付を行いました。
自立訓練　　　19人／月（見込）
就労移行支援　11人／月（見込）

高校卒業後、一般就労に向けて利用を
希望する方が増えてきました。また、
自立訓練を経て就労移行支援に移行
し、一般就労に向けての段階を経てい
る方もいます。引き続き、利用希望に
対して迅速に対応できるよう、体制を
整えていきます。

利用者数
／月

27
30
（見
込）

AA 19 23 25 - [42] [45]

46
④就労に向
けた訓練等
の充実

商工
労働
課

広報、ホームページにおいて、県施策など就
労に向けた職業訓練などの情報を提供しま
す。

ホームページ（求職者支援制度のご案
内）において、就労に向けた職業訓練
や支援などの国の施策について情報を
提供しました。

障がい者のみでなく、雇用保険を受給
できない求職者の方が職業訓練による
スキルアップを通じて早期就職をめざ
すための一般的な国の制度をホーム
ページで案内していますが、実際に
マッチングしているか把握できていな
いという課題があります。

回数 1 1 A 1 1 1 3 3 6

46
⑤職場定着
のための支
援

障が
い福
祉課

一般就労につながった人に対し、就労定着支
援を行い就労の継続につなげます。

就労移行支援等を利用して、通常の事
業所に新たに雇用された障害者の就労
継続を図るため、就労定着支援サービ
スの給付を行いました。
就労定着支援　１人／月（見込）

一般就労後は、就労支援機関につなが
ることが多くなっており、就労定着支
援の利用を希望されない人も出てきて
います。また、一般就労したが、就労
定着支援の利用を開始できる６か月間
の就労継続ができず、就労継続支援等
のサービスを再開する方もいます。そ
れらの要因が、就労定着支援の利用減
少につながっていると考えられます。

利用者数
／月

5
1

（見
込）

D 6 5 3 - [16] [19]

46
⑤職場定着
のための支
援

商工
労働
課

人権啓発企業・事業所訪問の際や伊賀市人権
学習企業等連絡会会員企業に対し、障がい者
の職場定着のための啓発を行います。

人権啓発企業・事業所訪問（伊賀市人
権学習企業等連絡会加入事業者を含
む）において、障がい者の職場定着の
ための啓発を行いました。
３月末までに227の企業・事業所に対し
て訪問等による啓発を実施します。

業務多忙等の理由で訪問を辞退する企
業・事業所がいくつかあり、こうした
企業等へは書類を郵送する形での啓発
としましたが、多くの企業・事業所に
対し訪問により啓発を行うことができ
ました。
また、伊賀圏域障がい福祉連絡協議会
就労部会雇用啓発ＷＧに参画して啓発
を行うこともできました。

件数 225
227
（見
込）

AA 237 245 225 707 633 1,266
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

48
① 就 労 系
サービス等
の充実

障が
い福
祉課

一般企業で就労が困難な人に働く場を提供す
る就労継続支援を行います。

就労継続支援サービスの給付を行いま
した。
就労継続支援Ａ型　 52人／月（見込）
就労継続支援Ｂ型　262人／月（見込）

地域内の企業と連携強化を図っている
ところが増え、施設外就労が充実した
ことで工賃の増加が図られています。
一方で、事業所内で行っている企業等
からの受託作業については、不況のあ
おりにより減少しています。また、在
宅利用が可能な支援体制を整えた事業
所が全国的に増えてきており、在宅で
の就労継続支援利用者もわずかながら
増えています。

利用者数
　／月

310
314
（見
込）

AA 302 298 304 - [311] [326]

48
②就労事業
への支援

障が
い福
祉課

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部会にお
いて、既存ツールの運用方法の整理やイベン
ト等への参加機会の確保等に努め、就労継続
支援事業所の作業確保や工賃向上につなげま
す。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部
会を開催することにより、障がいのあ
る人の就労支援についての協議を行い
ました。
事業所連絡会WGにおいて作成した伊賀
圏域内就労系事業所の作業内容や工賃
をまとめたガイドブックについて、あ
らゆる機会をとらえて周知しました。
また、圏域内事業所のメーリングリス
トを活用し、業務依頼の情報提供を行
いました。
伊賀圏域就労部会　2回
事業所連絡WG　12回

伊賀圏域単位で就労部会を行うことに
より、より多くの関係機関が参画し、
障がいのある人の就労支援のための
ネットワークの充実を図ることができ
ました。今後も、さらなる作業確保や
工賃向上に向けて検討していく必要が
あります。令和７年度には、就労部会
において就労系事業所に対する企業か
らの受注を増やし工賃向上へつながる
よう、WG間での連携や事業所間の関係
づくりに向けて取り組む予定です。

回数 6 14 AA 8 9 13 30 18 36

48
③優先調達
の推進

障が
い福
祉課

障がい者就労施設等が提供する物品・サービ
ス等を最新の情報でわかりやすく庁内へ周知
し、他部署の実績も共有しながら優先購入の
調達目標達成に向けて取り組みます。

優先調達目標を定め、自課においても
積極的に優先調達事業所を活用すると
ともに、全庁に周知・啓発を行って目
標達成に向けて取り組みました。ま
た、保育所での定期的な調達に向け
て、保育幼稚園課と協議を行いまし
た。

目標値にはわずかに到達しない見込み
ですが、新たに調達を行った部署もあ
り、積極的に優先調達事業所を活用す
る意識が根付いてきていると感じま
す。今後も、さらなる調達促進に向け
て周知・啓発を行っていきます。

実績額
（千円）

2,400
2,312
（見
込）

B 1,786 2,006 2,334 - [2,100] [2,300]

49
①参加しや
すい生涯学
習等の推進

生涯
学習
課

中央公民館講座として実施します悠々セミ
ナーの開催時に、ヒアリングループを設置し
て、市民が参加しやすい講座開催に努めると
ともに、設置の案内を広報や市ホームペー
ジ、チラシ等に掲載し、広く周知を図りま
す。

６月から２月にかけて年間８回の講座
を開催しました。年間登録の募集人数
６０人に対し、概ね６０歳以上の市民
５０人余りの申込みがありました。車
いすでの聴講ができることと併せてヒ
アリングループの設置について市広報
やホームページ等で広く周知しまし
た。

設置について広報していますが、使用
が必要な方の参加は見られませんでし
た。引き続き講座の募集案内等におい
て周知していきます。

回数 8 8 A 8 8 8 24 24 48

49
①参加しや
すい生涯学
習等の推進

ス
ポー
ツ振
興課

誰もが気軽にスポーツに親しんでいただける
よう障がいの有無にかかわらず楽しめる競技
の普及に努めます。また参加者数を増やすた
めの広報活動にも努めます。

障害の有無に関わらず誰もが参加でき
るスポーツとしてレクリエーション協
会やスポーツ推進委員協議会と連携し
ボッチャ・カローリングを伊賀市民ス
ポーツフェスティバルで開催しまし
た。
また、（公財）日本パラスポーツ協会
の「障害者スポーツ実施環境の構築支
援事業」を活用し、障がいのある人が
身近な地域で気軽に運動・スポーツに
楽しめるように環境を整えました。

障がいの有無に関わらず、誰もが楽し
く行えるスポーツを取り入れることに
よって、スポーツに親しみをもって参
加してもらえました。
課題としては、施設のバリアフリー化
が必要です。

参加者数 60 81 AA 50 57 44 - [60] [70]
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目標Ⅱ　生涯を通じて社会参加できる共生のしくみをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

基本
方針

計画
ペー
ジ

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本計
画

施　策
事業
実施
課

Ｒ６年度事業予定

49

①障がいの
ある人自身
による主体
的な活動へ
の支援

障が
い福
祉課

障がいのある人の福祉の向上と自立意識の発
揚を図ることを目的とし、主体的に社会参加
活動に取り組めるよう支援するため、障がい
者団体の活動に対する助成を行います。
また国・県や他関係機関が実施する様々なイ
ベントの情報共有を行い、参加機会の確保と
充実に努めます。

障がいのある人が主体的に取り組む活
動を支援するため、障がい者団体に対
して助成を行ないました。

会員の減少や高齢化が進んでいる中
で、障がいのある人の主体的な社会参
加活動が継続できるよう、引き続き障
がい者団体に対して助成を行っていき
ます。また、団体の新たな会員の確保
に向けて、対策を検討するよう団体に
働きかけていく必要があります。

延参加者
数

450
230
（見
込）

C 190 235 231 656 900 2,250

49

①障がいの
ある人自身
による主体
的な活動へ
の支援

文化
振興
課

障害者支援施設を中心に情報提供を行い、伊
賀市民美術展覧会「市展いが」、伊賀市民文
化祭など発表の場への出展を促します。

募集要項・応募用紙等を障がい者支援
施設に送付し、出展を促しました。

引き続き情報提供に努めつつ、より気
軽に参加してもらえるよう既存事業だ
けでなく新たな活動の場を設けること
についても検討を行います。

出展数 2
2

（見
込）

A 0 0 1 - [5] [8]

49

①障がいの
ある人自身
による主体
的な活動へ
の支援

文化
振興
課

伊賀市文化振興ビジョンの基本方針に基づ
き、誰一人取り残さない文化の地域づくり
と、異なる分野との連携・共同による社会的
課題の解決に向け、福祉施設などへのアウト
リーチ事業を実施します。

伊賀市文化振興ビジョンで文化振興の
中心的な存在と定義している（公財）
伊賀市文化都市協会を事業主体とし
て、福祉施設を対象に、アウトリーチ
事業を実施。（※３月実施予定）

※実施後記載します 回数 2
2

（見
込）

A - - 2 - [2] [2] R5～追加

49
②交流・学
習の場の充
実

障が
い福
祉課

障がいのある人が地域で役割を持って生活し
ていくため、地域の行事や清掃作業等、地域
活動への関わりを促進します。

地域住民の障がいへの理解を深めるた
め、地域を対象とした障がい福祉研修
を実施しました。さらに市内の５法人
に対して、障がいのある人と地域住民
等との交流を図るイベントや取り組み
等についての実態調査を行いました。

引き続き、地域住民の障がいへの理解
を深めるため、地域を対象とした障が
い福祉研修に取り組むとともに、各法
人に対して地域との積極的な関わりを
促し、交流機会の拡大につなげていき
ます。

件数 24
81
（見
込）

AA 24 45 63 132 72 144

５
社
会
参
加
活
動
の
推
進

(

２

)

当
事
者
活
動
の
充
実
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目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

50

①障がいの
ある人の人
権に関する
理解と認識
の啓発・教
育

障が
い福
祉課

障害者週間に実施する街頭啓発やイベント開
催時、また包括連携協定企業に協力を依頼す
る等、啓発チラシにより広く市民への周知・
啓発を図ります。

障害者週間啓発チラシを作成し、障が
い福祉課、各支所、各地区市民セン
ター等への設置や、街頭啓発、包括連
携協定企業に協力を依頼するなど、多
くの場所で配布しました。また、チラ
シの内容の理解度を測るアンケートを
実施しました。

昨年度よりもチラシの設置場所を増や
し、より幅広く、市民に障がいについ
ての理解を促すことができました。さ
らに、アンケートの回答から、障害者
週間や障害者差別解消法に対する市民
の声を聞くことができました。今後
も、市民の障がい理解がより深まるよ
う、啓発方法を工夫しながら行ってい
きます。

配布数 7,850 18,750 AA 6,700 7,350 7,850 21,900 4,500 9,000

50

①障がいの
ある人の人
権に関する
理解と認識
の啓発・教
育

人権
政策
課

障がいのある人の人権に関する理解と認識を
深めるため、広報いがやホームページのほか
人権の集いなどさまざまな機会を通して積極
的に発信していきます。
・障がいのある人の人権に関わる発信 回数
（広報いが・講演会・パネル展示等）

障がいのある人の人権に関する理解と
認識を深めるため、人権啓発パネル
「障がい者の人権Ⅰ・Ⅱ」「伊賀市民
意識調査から見えてくるもの」「障害
者差別解消法」「2024人権作品」を市
内各地や各部署に貸し出すとともに、
庁内で展示しました。

パネル展示・貸出しを通して障がい者
の人権に関する啓発を行いました。今
後もさまざまな機会をとらえて障がい
者の人権について啓発していく必要が
あります。

回数 25 45 AA 13 16 25 - [8] [9]

51

②障がいを
理由とする
差別の解消
の推進

障が
い福
祉課

当事者や支援者から受けた障がいを理由とす
る差別に関する相談事例に対する対応、結果
を共有し、よりよい解決に繋げるための協議
を行います。

障がい者差別解消支援専門部会におい
て、本年度に相談を受けた内容・対応
結果等について共有し、事例解決に向
けた協議を行います。（3/25実施予
定）

令和６年４月に改正障害者差別解消法
が施行しました。引き続き、建設的な
対話を促進するためのアイデアを提供
する役割を担う部会を開催するととも
に、障がい者差別解消法を幅広く周知
する必要があります。

回数 1
1

（見
込）

A 1 1 1 - [1] [1]

51

②障がいを
理由とする
差別の解消
の推進

人権
政策
課

障害者差別解消法の理念にのっとり、障害を
理由とする差別の解消のため、講演会や地区
懇談会・研修会等で積極的に呼びかけ啓発し
ます。
・障がい者の人権に関わるイベント及び人権
問題地区別懇談会の開催回数
当事者が傷つく言動について市民に理解して
もらうために、当事者への聞き取りを通して
策定する「障がい者差別ガイドライン」を、
ホームページ等を通して市民に周知するとと
もに、人権資料として活用します。

ひゅーまんフェスタ2024では、障がい
者の人権問題についてトーク＆コン
サートよる発信を行い、障害者差別解
消法の理解促進の人権パネルを展示し
ました。また、企業訪問や人権研修
会・人権講演会、地区別懇談会の開催
時に、障がいを理由とする差別の解消
の推進に努めました。差別をなくす強
調月間事業では、障がい者の人権を
テーマとした人権作品を含む人権作品
集を配布すると共に人権作品が掲載さ
れたパネルの作成、展示により障害を
理由とする差別の解消に向けた市民啓
発を行いました。

障害者差別解消法の理念にのっとり、
障害を理由とする差別の解消のため、
「障がい者差別ガイドライン」を早期
に策定し市民に周知するとともに、人
権に係わるイベントや地区別懇談会等
において引き続き啓発を行います。

回数 25 23 B 11 19 25 - [20] [25]

51
③学校での
交流や体験
学習の推進

保育
幼稚
園課

学校教育課や小学校等と連携し、交流や体験
学習等の取り組みを通して障がいや子どもの
個性について理解し就学することで、学校で
の生活を子どもも保護者も安心して送れるよ
うにしていきます。共に生活や学びをしてい
く中で何が必要であるのか考えながら、なか
まづくりを進めます。

保幼小の接続・連携の研修を行い、保
育所（園）・幼稚園から小学校へス
ムーズに入学できるように職員同士の
交流を行いました。就学前の取組を共
有することで、と仲間づくりができる
ような取組を進めてきました。

職員間の連携や情報共有はできている
が、実際の体験学習等の取組について
は、十分ではない。

箇所 14 14 A 14 14 14 - [14] [14]

51
③学校での
交流や体験
学習の推進

学校
教育
課

障がい者支援団体や住民自治協議会等と協働
しながら、障がい者とともに活動する交流や
体験学習等の取組を推進します。

障がいのある人をゲストティーチャー
として招く交流や体験学習等を実施
し、28校において障がい理解につなが
る学習に取り組みました。

障がい理解につながる学習を通して、
障がいへの理解を深めることができま
したが、今後も交流や体験学習等を含
めた取組を、発達段階に応じて進めて
いく必要があります。

箇所数 28 28 A 29 29 28 - [29] [28]

備考
計画
ペー
ジ

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計
画

１
市
民
の
理
解
と
協
働
の
推
進

(

１

)

障
が
い
を
理
由
と
す
る
差
別
の
解
消
の
推
進
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目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考
計画
ペー
ジ

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計
画

(

１

)

障
が
い
を
理
由
と

す
る
差
別
の
解
消
の
推
進

51

④地域での
福祉教育や
交流・体験
学習等の推
進

障が
い福
祉課

各種イベント開催時において、障がいのある
人と地域住民が交流できる場を提供します。

伊賀圏域障がい福祉連絡協議会就労部
会において、障害者週間啓発イベント
の一つとして、就労系福祉サービス事
業所間の交流や、障がいのある人が活
躍できる就労活動の場の提供を目的と
する就労マルシェを開催しました。

来場者数　延べ803名

昨年度と同様に規模を大きくして実施
したことで、より多くの方に来場いた
だき、障がいのある人の就労活動の場
を地域住民に見ていただける機会とな
りました。今後も、内容をブラッシュ
アップしながら継続実施できるよう調
整していきます。

参加者数 150 803 AA 370 500 558 1,428 450 900

52

① ボ ラ ン
ティア等の
養成と活動
への支援

障が
い福
祉課

地域においても活動できる人材育成のため、
各種養成講座を開催します。

日常会話程度の手話表現技術を習得
し、聴覚障がい者の支援者として活動
していただくための手話奉仕員養成講
座を開催しました。
また、視覚障がい者の支援のため、上
野点字図書館に委託して点訳・音訳奉
仕員養成事業を行いました。

手話奉仕員や点訳・音訳奉仕員の養成
事業により、地域において障がいのあ
る人の支援者となっていただく人材育
成に寄与することができました。より
多くの人に参加・修了してもらうた
め、講座開催について幅広く周知して
いく必要があります。

参加者数 15
10
（見
込）

C 28 14 8 - [15] [20]

52

②身近な地
域での助け
合い活動の
推進

障が
い福
祉課

地域で活動する障がい者相談員や民生委員等
に向けて、見守りや助け合い活動を推進する
ための研修や情報提供等を行います。

地域の見守りを行う民生委員・児童委
員等に対し、障がいへの理解を深める
研修や、障がいのある人への災害に備
えた支援に関する研修を実施しまし
た。
また、障がい者相談員に対して、日常
の相談業務に役立ててもらうための情
報共有や研修等を行いました。

地域での助け合い活動につなげていた
だけるよう、民生委員・児童委員、障
がい者相談員それぞれに対して、障が
い福祉についての情報発信の機会を持
つことができました。今後も、さまざ
まな機会をとらえ、地域での支援に役
立つ情報を積極的に発信していきま
す。

回数 10 7 B 4 5 5 14 30 60

52

②身近な地
域での助け
合い活動の
推進

医療
福祉
政策
課

引き続き地域福祉ネットワーク会議間の相互
連携や情報交換を図るため、地域福祉ネット
ワーク会議連絡会を開催します。

地域福祉ネットワーク会議連絡会にお
いて、各地域で共通する課題である
「交通」をテーマとする研修会を実施
しました。

各地域で共通する課題についての研修
を受講することで、それぞれの地域に
ついて考えるきっかけとなりました。
今後も、引き続き地域福祉ネットワー
ク会議間の相互連携や、課題共有を行
い、より実践で生かしていくことがで
きるように進めていきます。

開催状況 1 1 A 1 1 1 3 3 6

２
快
適
な
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

(

１

)

ユ
ニ
バ
ー

サ
ル
デ
ザ
イ
ン

の
ま
ち
づ
く
り
の
推
進

54

①ユニバー
サルデザイ
ンの普及・
啓発の推進

障が
い福
祉課

障害者差別解消法や障がい者問題に関する啓
発チラシを作成し、障害者週間の街頭啓発や
イベント等において配布を行い、障がいのあ
るなしにかかわらず共生できる社会の実現に
向けた啓発を行います。

障害者週間啓発チラシを作成し、障が
い福祉課、各支所、各地区市民セン
ター等への設置や、街頭啓発、包括連
携協定企業に協力を依頼するなど、多
くの場所で配布しました。また、チラ
シの内容の理解度を測るアンケートを
実施しました。
さらに、ヘルプマークを身につけてい
る人が支援してほしい内容を周りに伝
えやすくすることを目的として、意思
表示タグを作成し、希望者へ配付しま
した。

昨年度よりもチラシの設置場所を増や
し、より幅広く、市民に障がいについ
ての理解を促すことができました。
また、ヘルプマークの意思表示タグの
作成により、誰もが暮らしやすいユニ
バーサルデザインの環境づくりに寄与
することができました。

配布数 7,850 18,750 AA 6,700 7,350 7,850 21,900 4,500 9,000

(

２

)

障
が
い
の
あ
る
人
を
支
援
す
る
地
域
福
祉
活
動
の
推
進

１
市
民
の
理
解
と
協
働
の
推
進
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目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考
計画
ペー
ジ

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計
画

54

①ユニバー
サルデザイ
ンの普及・
啓発の推進

医療
福祉
政策
課

市職員の理解度100％を目指し、また、市民
へユニバーサルデザインの理念を広めていく
ための取り組みについて、ユニバーサルデザ
イン庁内推進委員会を開催して検討します。

庁内推進委員会を開催し、各所属で実
施している取り組みを共有し、「ユニ
バーサルマナー研修」を受講しまし
た。
また、市役所見学に来庁する小学生に
対し、ユニバーサルデザインの説明
や、身近なユニバーサルデザインの紹
介を行いました。

これまで、庁内推進委員会において各
所属の取り組みの共有や、研修を行っ
てきたことにより、職員の理解度は
96.9%(R4)と高く、庁内推進委員会の目
的は一定果たせたと考えられるため、
今後は庁内推進委員会を廃止し、新規
採用職員研修等の機会に周知・啓発し
ていきます。
市民への普及・啓発については、引き
続き行っていきます。

開催状況 1 1 A 1 1 1 3 3 6

54

②情報のユ
ニバーサル
デザイン化
の推進

障が
い福
祉課

窓口で円滑なコミュニケーションが図れるよ
う、簡易筆談器等を設置するとともに、公的
機関や病院等で手話によるコミュニケーショ
ンが取れる仕組みを作り、手話通訳者の配置
を行います。

設置手話通訳については配置すること
ができていませんが、窓口にカウン
ター型磁気ループや簡易筆談器を設置
したり、音声文字変換アプリを使用す
るなど、聴覚障がいのある人の情報保
障に努めました。また、会話の内容を
リアルタイムで目の前に表示すること
ができる「透明字幕表示ディスプレ
イ」を新たに設置しました。

窓口での十分なコミュニケーション支
援のため、簡易筆談器やアプリ、透明
字幕表示ディスプレイなどを積極的に
活用していきます。また、聴覚障がい
だけでなくあらゆる障がいの特性に応
じた対応（情報提供）ができるよう、
引き続き検討していきます。

設置手話
通訳者数

1 0 D 1 0 0 - [1] [1]

54

②情報のユ
ニバーサル
デザイン化
の推進

多文
化共
生課

行政情報を翻訳し、多言語情報紙やSNSで情
報発信します。「やさしい日本語」職員研修
を開催します。

●「広報いが」から生活情報や行政手
続きに関する情報を抜粋し、６言語
（英語・ベトナム語・中国語・スペイ
ン語・ポルトガル語・やさしい日本
語）に翻訳した多言語情報紙IGAを毎月
１日に発行しました。また、随時、
FacebookやSNSを利用し情報発信を行い
ました。
Facebook投稿回数70回
●職員を対象に「やさしい日本語」研
修を開催しました。

開催日：７月８日（木）18：30～　参
加者：33名

●「多言語情報紙」を発行し、生活情
報、行政手続き、イベント情報など周
知しました。引き続き、より多くの人
に「多言語情報紙」を認識し、読んで
もらえるよう周知方法を工夫していき
ます。
●さまざまな人が窓口の手続きに訪れ
ます。職員が「やさしい日本語」で対
応することは、窓口対応の向上につな
がります。引き続き「やさしい日本
語」の職員研修を行っていきます。

回数 70 70 A 114 78 62 - [48] [48]

55

③ユニバー
サルデザイ
ンの理念に
基づいた事
業の推進

障が
い福
祉課
生涯
学習
課

心のユニバーサルデザインに繋がるよう、職
員を対象にした障がい特性について理解を深
める研修会を開催します。

職員等の障がいへの知識・理解を深め
ることを目的にした障がい福祉研修を
２回開催しました。
・第１回　12/3「知ろう・つながろ
う」市職員38人
・第２回　3/8「文字で伝える～要約筆
記体験講座」市職員7人
また、生涯学習課主催の職員向け研修
で、障がい福祉課職員が講師として、
障がいの理解を深めるための研修を実
施しました。
・1/8　ハイトピア人権学習会　市職員
40人

第１回障がい福祉研修は地域の施設を
会場として実施しましたが、庁舎内に
サテライト会場を設置することによ
り、職員が参加しやすい環境を整えま
した。第２回は休日に設定したため、
職員の参加を得られませんでした。
ハイトピア人権学習会では、様々な人
権課題について学習する中の一つの
テーマに障がいを取り上げ、制度や知
識の講義とともに職員の経験や思いを
伝える内容で研修ができました。
今後もより多くの職員に参加していた
だけるよう、研修内容や周知方法の工
夫が必要です。

延参加者
数

115 85 B 104 78 49 231 330 750
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目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考
計画
ペー
ジ

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計
画

55

③ユニバー
サルデザイ
ンの理念に
基づいた事
業の推進

障が
い福
祉課

市などが主催する講演会や研修会に手話通訳
者及び要約筆記奉仕員の派遣を行います。

講演会や研修会等に対して、要約筆記
奉仕員の派遣等を行いました。

要約筆記奉仕員派遣   12件（見込）
行政情報番組で手話通訳付番組の放送
１件
ヒアリングループ貸出　　９件（見
込）
思いやり駐車場コーンカバー貸出　１
件（見込）
移動式障がい者用トイレ貸出　０件
（見込）

さまざまな方法で、障がいのある人が
各種イベント等に気軽に参加できるよ
うな情報保障等の支援を行うことがで
きました。また、行政情報番組での手
話通訳を実施する体制を再び整えたた
め、今後も継続していけるよう取り組
んでいきます。

回数
50
30

23
（見
込）

B 21 26 31 - [50]
[55]
[30]

R6から市か
らの派遣で
はなくなり
市の実績に
入れられな
いため、目
標値を50か
ら30へ修
正。

55

③ユニバー
サルデザイ
ンの理念に
基づいた事
業の推進

医療
福祉
政策
課

ユニバーサルデザイン庁内推進委員会を活用
し、各課の実務がユニバーサルデザインの理
念に基づいた事業となるよう、検討を行いま
す。

庁内推進委員会において、市職員を対
象に研修会を開催し、ユニバーサルデ
ザインの理念を深めました。

引き続き、研修等により、ユニバーサ
ルデザインの理念に基づいた事業の実
施につなげていきます。

開催状況 1 1 A 1 1 1 3 3 6

55

③ユニバー
サルデザイ
ンの理念に
基づいた事
業の推進

秘書
広報
課

わかりやすい広報紙や行政情報番組を作成し
ます。

広報紙の記事を簡潔で分かりやすい文
章にするよう努め、コーナーごとによ
り見やすいレイアウトを意識しまし
た。また、各記事に２次元コードを付
記しホームページに誘導しています。
行政番組では、すべての人にわかりや
すい番組となるよう映像・表現・テ
ロップについて工夫しました。作成し
た番組は市公式YouTubeチャンネルで公
開しています。

今後もわかりやすい広報紙や行政情報
番組を作成します。令和５年の広報ア
ンケートでは、約８割の人が市の情報
を広報いがで得ていると回答があり、
広く読まれていることが分かる。行政
情報番組は、YouTubeにもアップロード
することで、字幕機能や再生速度を調
整して視聴できるよう配慮ができまし
た。

回数

広報紙
12

行政情
報番組
53

広報紙
12

行政情
報番組

51

B

広報紙
12

行政情
報番組
53

広報紙
12

行政情
報番組

53

広報紙
12

行政情
報番組

53

-

[広報紙
12

行政情
報番組
53]

[広報紙
12

行政情
報番組
53]

56

①安定的で
持続可能な
交通サービ
スの提供

交通
戦略
課

・令和５年度に引き続き、島ヶ原地区でデマ
ンドバス実証運行を行います。地域と共に、
バスの周知方法も含めた在り方について検証
します。
・上野市駅のトイレをバリアフリー化し、利
便性を向上させます。

・実証運行開始から１年が経過し、地
域の意見を基に、JRとの乗継を重視し
たダイヤに変更し、運行ルートを交通
のハブである上野市駅へ延長しまし
た。
・上野市駅のトイレをバリアフリー化
し、供用を開始しました。

・地域と協議を重ね、以前から意見の
多かった鉄道との接続や、上野市駅へ
の乗り入れを実現し、課題解決に取り
組みましたが、運賃や運行本数、島ヶ
原地域内周回に関するルートなどが引
き続き課題となっています。
・トイレをバリアフリー化すること
で、多くの方が利用しやすくなり、利
便性が向上しました。

各事業の
進捗

100 100 A 100 100 100 - [100] [100]

56
②福祉有償
運送の充実

介護
高齢
福祉
課

福祉有償運送の実施法人が運行を継続できる
よう、引き続き運営に要した経費の一部を助
成することで、移動に制約のある高齢者等を
支援します。

福祉有償運送事業者がサービスを安定
的に提供できるよう、運営に要した経
費の一部を助成しました。

事業者へ補助金を交付することで、移
動手段を安定して提供することができ
ました。一方で、福祉有償運送の対象
とならない人も多く、多様化するニー
ズへの対応を検討していく必要があり
ます。

回数 16,000 13,200 B 13,263 11,128 14,225 - [16,000][17,000]
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目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考
計画
ペー
ジ

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計
画

(

２

)

移
動
に
関
す
る
支
援

56

③移動支援
の た め の
サービスの
充実

障が
い福
祉課

障がいのある人の社会参加のための移動支援
を行います。

障がいのある人の社会参加に必要不可
欠な移動を支援するため、移動支援
（ガイドヘルプ）事業を実施しまし
た。また、移動支援の人材確保に向け
たガイドヘルパー養成研修を行う事業
者の指定のしくみづくりに取り組みま
した。

登録事業者数　38か所（R7.1月末時
点）

現在、ガイドヘルパーの養成研修を行
う事業者指定について、来年度の実現
に向けて取り組んでいます。人材を確
保することで、移動支援のサービスを
充実させ、利用の促進につなげていき
たいと考えています。

利用者数 169
123
（見
込）

B 135 130 134 - [164] [179]

57

①地域住民
が主体的に
取組む地域
づくり

障が
い福
祉課

障がいのあるなしにかかわらず、お互いに助
け合いながら暮らすことができる地域づくり
を目指し、地域住民や学校関係との交流など
地域活動への関わりを促進します。

地域住民の障がいへの理解を深めるた
め、地域を対象とした障がい福祉研修
を実施しました。さらに市内の５法人
に対して、障がいのある人と地域住民
等との交流を図るイベントや取り組み
等についての実態調査を行いました。

引き続き、地域住民の障がいへの理解
を深めるため、地域を対象とした障が
い福祉研修に取り組むとともに、各法
人に対して地域との積極的な関わりを
促し、交流機会の拡大につなげていき
ます。

回数 24
81
（見
込）

AA 24 45 63 132 72 144

57
②地域での
居場所づく
り

障が
い福
祉課

誰もが気軽に集まり交流できる場ができるよ
う、事業所に対し、地域住民や学校関係との
地元行事や地域活動への関わりを促進しま
す。

地域住民の障がいへの理解を深めるた
め、地域を対象とした障がい福祉研修
を実施しました。さらに市内の５法人
に対して、障がいのある人と地域住民
等との交流を図るイベントや取り組み
等についての実態調査を行いました。

引き続き、地域住民の障がいへの理解
を深めるため、地域を対象とした障が
い福祉研修に取り組むとともに、各法
人に対して地域との積極的な関わりを
促し、交流機会の拡大につなげていき
ます。

回数 24
81
（見
込）

AA 24 45 63 132 72 144

57
②地域での
居場所づく
り

生活
支援
課

伊賀市社会福祉協議会に委託して実施してい
るひきこもりサポート事業（nest）にて週２
回のフリースペースを開設します。また、家
族会の支援を継続し、本人だけでなく当事者
家族の居場所づくりを進めます。

伊賀市社会福祉協議会に委託して実施
しているひきこもりサポート事業
（nest）にて週２回のフリースペース
を開設しました。
また、ひきこもりの当事者家族を支え
るため、家族会を開催しました。（奇
数月第３土曜日、計６回）

フリースペース１回あたり平均2.5人の
参加があり、貴重な外出機会を提供し
ました。また、出てこられない時は、
電話やメールで支援をしました。
家族会を開催することにより、当事者
家族間で相談し、共感できる場として
機能しました。また、新規の当事者家
族の参加を促進し、家族会の開催を継
続していくための運営が必要です。

回数 85
93
（見
込）

AA 33 46 83 162 150 345

58
①防災に関
する意識づ
くりの推進

防災
危機
対策
局

住民自治協議会や自主防災組織へ出前講座と
して、「防災講話」などに出向き、住民の防
災意識の向上に努めます。

出前講座として、「防災講話」など地
域に出向き、市民の防災意識の向上に
努めました。

災害時にも地域で助け合いができるよ
う、市民の防災意識の向上を図りま
す。

回数 68 78 AA 34 99 104 - [67] [70]

58
②災害時の
支援体制づ
くりの推進

防災
危機
対策
局

災害時に高齢者や障がいのある人などが、近
隣住民とともに安心して避難できるような地
域支援体制を目指し、出前講座を通じた地域
への防災啓発に取り組みます。

災害時に高齢者や障がいのある人など
が、安心して避難生活できるような地
域支援体制を目指し、出前講座を通じ
た地域への防災啓発に取り組みまし
た。

防災意識の向上を図り、災害時に高齢
者や障がいのある人などが、安心して
避難できるような地域支援体制を構築
します。

回数 68 78 AA 34 99 104 - [67] [70]
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目標Ⅲ　だれもが心地よく安心して暮らせるまちをつくる

事業の実施内容 事業の効果・課題 指標 目標値 実績 達成率 R3実績 R4実績 R5実績
上半期
実績計

上半期
(R3～
R5)目標

全期(R3
～R8)目

標

備考
計画
ペー
ジ

事業
実施
課

施　策 Ｒ６年度事業予定

累積目標及び実績値
※[　]は単年度目標値

第４次計画　実施事業の進捗状況（Ｒ６年度）実績

C　計画の内容を50%以上70%未満実施
D　計画の内容を50%未満実施
E　計画の内容を未実施

６段階評価（達成率）
AA 計画の内容を100%を超えて実施
A　計画の内容を100%実施
B　計画の内容を70%以上100%未満実施

基本
方針

基本計
画

58

③障がいに
配慮した避
難所の確保
と避難所で
の生活支援
の推進

障が
い福
祉課
生涯
学習
課

災害時に避難所へ配置された職員が、障がい
特性に応じた支援ができるよう、職員を対象
にした障がいに関する研修会を開催します。

職員等の障がいへの知識・理解を深め
ることを目的にした障がい福祉研修を
２回開催しました。
・第１回　12/3「知ろう・つながろ
う」市職員38人
・第２回　3/8「文字で伝える～要約筆
記体験講座」市職員7人
また、生涯学習課主催の職員向け研修
で、障がい福祉課職員が講師として、
障がいの理解を深めるための研修を実
施しました。
・1/8　ハイトピア人権学習会　市職員
40人

障がい特性についての職員の理解を深
めることができ、災害時だけでなく、
あらゆる場面における障がいのある人
への関わり方の理解や支援スキルの
アップにつなげることができました。
より多くの職員に参加していただける
よう、研修内容や周知方法の工夫が必
要です。

延参加者
数

115 85 B 104 78 49 231 330 750

58

③障がいに
配慮した避
難所の確保
と避難所で
の生活支援
の推進

防災
危機
対策
局

地域主体の避難所運営ができるように、地域
において研修会や図上訓練等防災取組を行
い、障がい者への適切な配慮ができる避難所
運営を行うための環境づくりの推進を図りま
す。

地域主体の避難所運営ができるよう
に、地域において研修会等を行い、障
がい者などの要配慮者等への適切な配
慮ができる避難所運営の推進を図りま
した。

地域の取組を通じ、障がい者などの要
配慮者等に配慮した地域による避難所
運営行が出来ることを目指します。

地域数 1 1 A 1 5 1 - [1] [1]

61
①防犯に関
する意識づ
くりの推進

障が
い福
祉課

ケース会議等において、関係機関と連携し、
犯罪被害の防止と早期発見に努めます。

事案が発生した際は、保健所や警察、
病院など関係機関と連携し、解決が困
難な地域性の高い課題についてはケー
ス会議等を実施し、情報共有を行いま
した。

会議内において提起された問題の共
有、参加者に対する注意喚起・啓発や
周知により、犯罪防止・早期発見につ
なげることができるため、今後も継続
して取り組みます。

回数 5 8 AA 5 5 4 - [5] [5]

61
①防犯に関
する意識づ
くりの推進

住民
課

出前講座（防犯など）として、地域へ講話に
出向き、住民の防犯意識の向上に努めます。

出前講座として、地域等へ講話に出向
き、住民等の防犯意識の向上に努めま
した。

伊賀警察署と共同で出前講座を実施す
ることもできましたが、依頼数は予定
より少なく、引き続き周知を図ってい
きます。
特殊詐欺の件数は増加傾向にあること
から、啓発等防犯意識を高める必要が
あります。

回数 8 5 C

「あんし
ん防災

ネット」
の加入者
数：4850
R4から現
指標に変

更

4 8 - [3] [3]

61
②防犯に関
する支援

障が
い福
祉課

警察が実施するウェブ110番、ファックス110
番等の周知を図るとともに、聴覚や発話の障
がいにより音声での通報が困難な人が、ス
マートフォン等を使って音声によらず通報で
きるNET119緊急通報システムを周知します。

ウェブ110番、ファックス110番、
NET119緊急通報システムの情報をホー
ムページ、障がい者福祉ガイドブック
へ掲載し、周知を行いました。

障がいのある人が緊急時における防
犯、防災の情報発信ができるよう、周
知を行うことができました。今後も、
より多くの人が利用できるよう情報発
信・共有に努めます。

回数 1 1 A 1 1 1 3 3 6

61
②防犯に関
する支援

障が
い福
祉課

福祉施設等において、防犯体制の整備に向け
た周知及び啓発を行います。

R4年度に策定した「障害福祉サービス
事業所等における防犯マニュアル作成
ガイドライン」について、市内の事業
所へ周知しました。

ガイドラインを活用した策定をあらた
めて促すとともに、現状に沿った見直
し、改善を求めていきます。

回数 1 1 A 1 1 1 3 3 6

(

２

)

防
犯
に
関
す
る
支
援

３
安
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